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第 1章 緒
曇晶

画聞

1. 1 斜面日射量推定の必要性と問題点

地域日射量は，地域の農業生産力を量る上でも，また水文水収支の中の蒸発散量を

考える上でも重要である.特に我が国には傾斜農地が多く，また流域のほとんどが斜

面から成り立っていることから，地域日射量を把握するためには，斜面白射量を把握

する必要があると考えられる.

斜面日射量を直接計測している気象官署はなく，平地での水平面白射量から斜面日

射量日射量を計算によって求めざるをえない.この場合，地域によって入手できる日

射量データにばらつきがあり，場合によっては日射量そのものを他の気象要素(例え

ば日照時間，雲量など)から推定せざるを得ない場合もある.本論文ではそのような

場合の推定方法について，いろいろの式を検討した(第2章). 

全天日射量が得られたとしても，時間直達日射量がわからなければ斜面日射量は求

めることができない.そのために全天日射量から直達日射量を求めるための方法を追

究したのが第3章である.

さて，全天日射量，直達日射量が推定または実測により判明したとして，日射量の

地形から受ける影響は斜面勾配や方位の違いによるものだけではない.地域には凹凸

があり，位置によっては太陽が山の端に穏、れたり出たりする.そうしづ周辺地形の遮

蔽による影響をも考慮しつつ，いかにして時間量の斜面日射量を計算するか，その具

体的方法を追究したのが本論文の第4章である.

現在の気象庁などの斜面日射量観測態勢は，次の点で必ずしも便利にはできていな

し¥

①斜面日射量計測官署は皆無である.

従って斜面白射量そのものの値は分からない.しかし，後述するように，斜面日射量

を斜面直達日射量成分と斜面散乱日射量成分とに分けて考えたとき，各々を法線面直

達日射量及び水平面散乱日射量から計算によって求めることができる(第4章参照). 

この場合，太陽の高度と方位が時間によって異なるため，時間量斜面白射量を求め

るためには時間量法線面直達日射量がわかっていなくてはならない.ところが，

②直達日射量・散乱日射量を観測している気象官署がきわめて少ない.

気象庁が公表している直達日射量観測点は札幌・根室・秋田・宮古・輪島・松本・館
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野・米子・潮岬・福岡・鹿児島・ (土佐)清水・石垣島・那覇の 14官署，散乱日射

量は館野高層気象台 1官署のみである.観測点数が少ないので，たまたまこれら観測

点に近接した地域はょいとしても，そうでない地域にあっては，地域ごとの斜面白射

量を精度よく推定することは難しい.

しかし，全天日射量観測点は全国で67官署ある.もしこの時間全天日射量を直達日

射成分と散乱日射成分とに分離する方法が与えられるならば， 67官署の近傍において

は，地域日射量をかなりの精度で推定することができるであろう.このため本論文で

は，相当のスペースをこの時間全天日射量を直達日射量と散乱日射量に分離する方法

について寄品、てある.

それでも，上記全天日射量観測官署からさえも隔たった地域の場合，全天射量自体

がわからないわけであるから，まず，全天日射量を推定することから始める必要があ

る.この場合有力と考えられるのは，全天日射量を日照時間や雲量から統計的に推定

するという方法である.過去のデータから全天日射量と日照時間または雲量との回帰

式を作成し，それによって全天日射量を推定する(以後この推定方法を「日射量の気

候学的推定」という).そして推定された全天日射量を上記の直達日射量と散乱日射

量に分離して，斜面日射量を求める.

実はこの方法には弱点がある.それは法線面直達日射量を斜面直達日射量に変換す

るためには，上記のように時間量直達日射量が必要であるが，このような統計的方法

で全天日射量を精度よく推定できるのは月量か，たかだか日量全天日射量までで，時

間量全天日射量を時間毎日照率から精度よく推定することは現状ではかなり難しい.

従って全天日射量を日照時間や雲量から推定せざるを得ない地域にあっては，月量全

天日射量を推定した場合，月平均時間毎日射量配分モデル(例えば日本気象協会(1989)

参照)によって，これを月平均時間全天日射量に換算して，直達日射量と散乱日射量

に分離し，月平均時間斜面日射量を推定することが，現状でなし得る限度であろう.

しかし， 日量全天日射量を求めた場合には，同様の手続きによって，一応その日の時

間量の斜面日射量を求めることができる点で，月量推定の場合よりも優れた面がある

と考えられる.これまで農業気象関係では月量の全天日射量推定で十分とされてきた

が，この意味から今後は研究の重点が日量日射量の推定，日量日射量の時間配分へと

移っていくことも考えられる.

こうして直達日射量データが無ければ全天日射量を直達日射量と散乱日射量とに分

離することによって，またその全天日射量データが無ければ，日照率，雲量から推定

して，いかなる場合にあっても地域日射量を推定できるようにと試みた.
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1.2 日射量の気候学的推定法

日射量の気候学的推定法の例として，Black Bonython fケθ'scott(1954)は，月量の全天日

射量 Qrと，月量日照、時間 nとの聞に次のような線型回帰関係を見出した.

QT /Qo =α+b(n/N) 、‘，，〆
唱
'
ム• 1

i
 

，，z
‘、

ここに， Qr:月量全天日射量(町/ぱ/month)， Qo:地球の大気上層の水平面に，単位時間に

単位面積に降り注ぐ日射量，以後「大気外水平面白射量」という(町/ぱ/酌nth)，Qr I Qo : 

月平均日射率(r晴天指数Jあるし、は「樹1指数Jともいう).n:月量日照時間(hr/month)， 

N:月量可照時間(hr/month) ， n I N :月平均日照率.ム b:回帰定数・係数.

a，bが与えられれば， 日照率 nlNから日射率 QrlQI。が求められる. (1. 1)式は元来月

量について提案されたが，その後日量にも使用されるようになった(例 :1ω(1960)).本論

文ではQJQ，nl N Iこ添え字M またはDを付けて月量， 日量を区別している.係数 α，bにつ

いては第2章 Table2.6，2. 7， 2. 9， 2.11，2.12(1) (2)，2.13(1) (2)，2.14，2.15参照.

筆者は日射率と日照率との関係は，特に日量に関しては，必ずしも直線関係にあると

はいえないことに着目し， (1. 1)式を変形して，次式を提案した. (1. 2)式の型の式を，

以後「べき指数型回帰式」と呼ぶ(第2章 Table2.8， 2. 10， 2. 12 (1) (2)， 2. 13 (1) (2) ， 

2. 16参照). 

QT /Qo =α'+b'(n/ Ny (1. 2) 

ここに， α'，b'.回帰定数・係数， P:べき指数.

(1.1)式の係数 α，bは，過去，外国も含め，多くの研究者によって提案されてきた.

しかし，各研究者が使用した日照計の種類がまちまちなため， α，bの値に互換性がな

く，多くの式が現在では使えなくなってしまっている.例えば現在気象庁で使用して

いる日照計は回転式(気象官署と地域官署)と太陽電池式(AMeDAS)の2つで、あるが，こ

れらの計器による臼照時間を少しく以前まで使われていたジヨルダン式日照計による

日照時間を用いた推定式などに適用することはできない.そこで本論文では，いくつ

かの異なる種類の日照計によるべき指数型回帰式(日量)の QrlQo ((QT/QO)Dと表

守
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記する)を等置することによって，各日照計の日照率相互の統計的関係、を導き，過去の

異なる日照計により導かれた式を利用可能とすることを試みた. (第2章 (2.59)，(2. 

60)， (2.61)式参照). 

雲量を用いた日射量推定式もいろいろと提案されている(第2章参照).本論文で

は月量値について次のような推定式を試みた (Table2.17参照).しかし， 日照率に

よるときに比べ，推定精度は劣ることがわかった.

(Qr IQO)M =αCM+bCMCMP (1. 3) 

ここに，(QrIQo)M :月平均日射率，ら:月平均雲量(0-1). GCM' bω:回帰定数・

係数 P:べき指数((1. 2)式の Pとは異なる値). 

前節で述べたように，全天日射量を直達日射量と散乱日射量とに分離することを考

えるならば，当面全天日射量だけを推定すればことは足りる.しかし，直達日射量も

同時にわかれば，全天日射量から直達日射量を分離する手聞が省けていっそう簡便で

ある.日量の直達日射量については，例えば次式で表される(内嶋(1982)，内嶋・桜谷・

奥山(1981)，中西・木村・橋本・森田・永井(1982)，紙井(1983)). 

(QD/QT)D=bDT(F1/N)DP (1. 4) 

ここに，(QD1Q)D :日平均直達比 QD:日量直達日射量 (MJ/m
2

/day)，Qr:日量全

天日射量(町/ば/day)， (nIN)D:日平均日照率 n 日量日照時間 (hr/day)， N: 

日可照時間 (hr/day)， bDr:係数 P:ベき指数((1. 2)， (1. 3)式の p とは異なる). 

厳密にいえば気候学的方法というより，後で述べる直達・散乱日射量分離の一種と

見られるが， 日量，あるいは月量全天日射量から直達日射量を推定する次のような推

定式も考えた(紙井・近森(1986a，(第2章参照)). 

QD1仏 =bDo(Qr I Qo)p (1. 5) 

ここに， bDO:イ系数， P:べき指数((1.2)， (1. 3)， (1. 4)式の Pとは異なる値). 
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1.3 全天日射量の直達・散乱日射量分離

日射量は，太陽光球から直接地上に降り注ぐ直達日射量と，大気の中で水蒸気や塵，

空気分子などによって散乱させられ，複雑な経路で地上に到達する散乱日射量とに分

けられる.水平面全天日射量 TH，水平面直達日射量 DH，水平面散乱日射量

SHの間には，時間量・日量・月量いずれについても次式が成立する(後述 (4.1)式). 

TH =DH +SH 

ここに TH，DH， SH の単位は，例えば時間量では町/ぜ/hrなど.

水平面直達日射量 DH は次式で表される(後述 (4.3)式). 

DH = DN cos Zo = DN sin h 

(1. 6) 

(1. 7) 

ここに，h 太陽高度(rad)， Zo :天頂角(天頂と太陽とのなす角度，斜面における

@に相当する， rad) ， DN:時間量法線面直達日射量(太陽に正対する単位面積が単

位時間に受ける日射量，単位は DHと同じ). 

同様にして，斜面全天日射量TS，斜面直達日射量DS，斜面散乱日射量 SS の間に

は次式が成立する(後述 (4.2)式). 

TS=DS+SS (1.8) 

ここに，単イ立は TH，DH， SH などと同じ.

時間量斜面直達日射量DSは，法線面直達日射量と斜面への入射角(太陽光線と斜面

法線とのなす角度)の余弦に比例し，次式によって表される(後述 (3.1)，(4.4)式). 

DS = DN cos0 (1. 9) 

ここに，DS:時間量斜面直達日射量(単位はDHと同じ)， 0:太陽光線と斜面法
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線とのなす角度(rad). 

斜面散乱日射量 SSは，SHと斜面勾配 i(rad) から次式によって計算される(後

述 (4.6)式). 

SS = SH • (l + cos i) / 2 、、，ノハυ
唱

a
i

• 噌

E
i

f'a

‘、

(1. 10)式は， SH， SSが時間量， 日量，月量のいずれであっても成立する.しかし，

(1. 7)式の DH，(1. 9)式の DSの計算には， 0， z;。または hとDNの値が必要である.

しかし，直達日射量を計測している気象宮署が少ないため，全天日射量の直達・散

乱日射量への分離によってDNを推定する必要があるのは前述のとおりである.

全天日射量の直達・散乱日射量への分離は，斎藤・松尾・落藤(1964)によって提唱

され，その後宇田川・木村(1978)，渡辺・浦野・林(1983)が実測日射量を大気外水平

面白射量で除して得た無次元化指標を用いる方法を提案し，後者が現在我が国の直達・

散乱分離の標準的方法となっている.本論文では，渡辺らの 2つの方法(r渡辺 1J ， 

「渡辺TIJ と呼ぶ)とほぼ同等の精度を持つ新しい分離手法を開発(第3章)，これ

を用いて周辺地形による遮蔽の影響を考慮、した斜面白射量の計算方法を開発し，実際

に高知市三里地区(1990-1994)に適用してその有効性を示した(同じく第4章). 

1.4 本論文の構成

本論文の構成は，

①全天日射量データがない場合にこれを日照時間，雲量などの気象要素から推定する

「日射量の気候学的推定」に関する研究(第2章)，及び、

②直達日射量データがない場合に，時間全天日射量から直達日射量と散乱日射量を推

定するための直達・散乱日射量分離方法に関する研究(第3章)

③②までで求めた時間直達日射量・散乱日射量を用いて，周辺地形によって日射が遮

蔽されることを考慮、に入れつつ，実際の地域日射量を具体的に算定方法を述べた第4

章の3部構成となぜっている.
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第2章 日量及び月の日射量推定理論

2. 1 従来の全天日射量推定式

2. 1. 1 Angstromの式

1994年の気象年報に掲載されている 155官署のうち，全天日射量を計測しているの

は67官署にすぎない.これに対して雲量は 153官署で計測されており， 日照時間は気

象官署のほか， AMeDAS (地域気象観測システム， Automated Meteorological Data Aqu 

isition System)地域官署約840地点、で計測されている.もしも， 日照時間・雲量を

用いて日射量を求めることができれば， 日射量観測網の目の粗さを補うことができる

であろう.このような発想に基づき，回帰分析によって日射量と日照時間あるいは雲

量との関係定式化しようとしているのが，日射量の気候学的推定に関する研究である.

この研究の端緒は，Angs trom (1924) によってStockholmでの観測の結果与えられ

た次式である.

QT = Qc/-(ac/ + bc/・(n/N)) (2. 1) 

ここに，Qr 日量全天日射量(cal/cm
2

/day)，Qcl:完全晴天日の 1日の日射量(cal/c 

ぱ/day) ， aci' bcl 係数.n/N 日平均日照、率 n 日照時間.N:可照時間.

Angstromは acl=0.25， bcl=l-αcl= 0.75を与えた.また斤I・tz.1胎cDonald(1949) 

は米国の 11観測所のそれぞれ 10年以上のデータを基にして acl
二 O.35， bcl

二 0.61

としている.

2.1.2 Black-Bonython-Prescottの式

Black-Bonython・Prescott(1954)は，熱帯の Bataviaから北緯 64.8
0

Nの Fairbank

に至る世界 32カ所の 1928-1951年の月量日射量と月平均日照率のデータを各種の器

械について集計し，上式の Qclを大気外水平面白射量Q。で置き換えた次式で表した.

Qr /Qo =α+b-(n/N) (2.2) 
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ただし，Qr /Qo 月平均日射率 a，b β'lackらによると α=O. 23， b = O. 48. 

(2.2)式の α，bについては，これまで多くの研究者によって提示されてきている.

例えば， Page (1961)の αニ 0.23，b = 0.52， Glover and McCulloch (1958)のケニヤ

の 1938-1943年の観測値による a=O. 23，ド O.62， Davies (1965)の Campbell-Stok

es日照計による西アフリカでの観測値に基づく α=O. 19， b = 0.60， Benett (1964)の

米国の 10観測所の 1950-1960年のエプリ一日射計による α二 O.36， b = O. 45などであ

る.多くの研究者によって発表された α，bの値がゐ Jong(1973)によってまとめられ

ているが，測器も場所・年・観測精度ともにまちまちであり，わが国にそのまま適用

することには問題がある.

Benett (1964)が米国西部の5観測所の2月のエプリ一日射計の資料を用いて， 1 

inch以上の積雪の無い月と，積雪 1inch以上の月量日平均に対し，次の式を得た.積

雪による Albedo増加が全天日:射量の増加をもたらした例といえよう.

(積雪無し) (QrIQo)M =0.262+0.5349・(nlN)M (2.3) 

(積雪有り ) (Qr IQO)M = 0.338+0.4701・(nI N)M (2.4) 

(全てのデータ) (QT IQ。ん=0.296 + 0.5039・(nlN)M (2.5) 

月量日射率と日照率に陵する国内での値としては，エプリ一日射計及び、ジョルダ、ン日照計

による1958-1964年の関原・鈴木(196ηの a=O. 22， b二 0.52(全国6地京)，全国 14の観

視!断の 1962-1971年のロピッチ型日射計について村井・山内(1975)が求めた α二 0.21，b = 

0.54，吉田・中西(1970)が仙台で 1967年6月-1969年6月のエプリ一式日射計とジヨルダ

ン式日照計により求めた αニ O.18. b = O. 534同じくエプリ一式日射計とパイメタル式日照

計により求めた α=0.147， b = O. 583，吉田・篠木(1978)がエプリ一式日射計とジョルダ、ン式

日照計により求めた α=0.18， b =0.53 (無降雪の場合 α=0.179，bニ0.528)などがある(Table

2.1参照).関根(1979)がバイメタル式日射計とジヨルダン式日照計によって潮岬において

求めた係数は，期間によってGニ 0.11吋 .21，b = O. 45へ.{).67と幅があり，最も信頼できそう

なのは α=O. 19， b = O. 48である.浦野・三木(1980)は， 1975年 12月一1979年 11月の全

国66気象官署の非積雪期の月量に関して α=O. 1934， b = O. 5011 (相関係数 R=0.86)を得

ている.
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Table 2.1 過去の研究者による月量日射率(y )と日照率(x )の回帰定数 (α)と回帰係

数 (b)の例

研究者 発表 α b r 月数 地 点、 日照計

年

Blackら1) 1954 0.23 0.48 384 世界各地 Campbell-

Stokes 

乃智θ 1) 1961 0.23 0.52 742 40 -S-40-Nの 白mpbell-

世界各地 Stokes 

Gloverら1) 1958 0.23 0.62 0.85 60 ケニヤ Campbell-

Stokes 

Daviθ'51) 1965 O. 19 0.60 0.86 210 西アフリカ Campbell-

Stokes 

関原・鈴木1) 1967 0.22 0.52 0.91 300 日本(6地区) Jordan 
吉田・中西 2) 1970 O. 18 0.534 0.96 24 仙台 Jordan 

11 " O. 147 0.583 0.95 24 仙台 Bimetal 
吉田 3)

" 0.208 0.480 0.91 33 札幌 Jordan 

" H 0.266 0.435 0.93 13 枕幌 Jordan 
吉田・篠木 4) 1978 0.179 0.528 676 日本153官署 Jordan 

1941-1970 

1)関原彊・鈴木正:日射と日照の相関鶏俸およびロピッチ日射言初観謂l地について，気象庁頓知侍報:" 19巻 11号，開.48-

53. 1967 

2)吉田併公・中西秀二:東北地方における月平均水平面白射量分布図の千械，天気 Vol.17， pp. 273-200， 1970 

3)吉田イ判官:水平面白射量におよぼす積雪の影響，気象庁研修習轍.， 22巻3号;W.85叫 1970

4)吉田併公・篠木書一:日本iこおける月平均全天日射量およびその年々 の変車渡のマップのf械，天気， VoL 25， pp. 375ー湖，

1978 

大槻・三野・丸山 (1984)は 1971-1980年の全国65気象官署の熱電堆式(エプリ一式)

日射計による係数をα二 O.19， b = O. 51 としている.

農業気象研究集録(1980)によると Sivkovは次式を提案した.

QT = Qo(O.2+0.2(n/N)M十O.5(n/N)M 2) (2.6) 

Sivkovは月間日照時数 nと，正午の太陽高度の月平均値 hを用いて月量全天日射

量推定式を提案した.
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Qr = 49n1.3 1 ・ 10-~ +10.5sinh
c (2.7) 

ここに，QT 月量全天日射量(cal/cm2/month). 

日平均日射率と日平均日照率との間の関係については，Ito (1960)が東京(1949年)

で求めた α=O. 18， b = O. 55がある.Itoが用いた測器は明示されていないが，銀盤

日射計とジヨルダン式日照計ではないかと思われる.

また斎藤・松尾・落藤(1964)が，エプリ一式日射計とジヨルダン式日照計(1957年 6

月一 1959年 12月)から日量全天日射量 QTを推定する次式を得た.

Qr = bo(Xo + nl N) (2.8) 

ここに，QT 日量水平面全天日射量 (kcal/m2/day) ， bO Table 2. 2のように季節

変化をする係数，XO 定数，0.33. 

Table 2.2 斎藤・松尾・落藤の bO(斎藤・松尾・落藤(1964)より)

1月 12月 13月 14月 15月 16月 17月 18月 19月 110月 111月 112月

2565 13430 14345 1 5490 16080 16530 16210 15330 14733 1 3813 12993 12450 

山田(1983)は新潟県上越市(高田 1978.11 '"'"' )の北陸農業試験場と長野県松本市(1

979. 11 '"'"')の蚕糸試験場の l年間の熱電堆型日射計と太陽電池式日照計のデータから，

日平均日射率(QTI QO)Dについて次式を導いた.

(Qr IQO)D = 0.17 +0.76(n/ N)SD (高田) (2.9) 

(Qr I Qo) D = 0.19 + 0.77(nl N)SD (松本) (2. 10) 

ここに， 日照率nlNの添え字Sは太陽電池式を Dは日平均日照率を表す.

nlNに対応する (QT1QO)Dは，高田において，冬季で積雪がある場合は大きく，ない

場合は小さい.夏季はその中間であった.
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(QT1QO)D = 0.188+ 0.80 (nIN)SD (高田，冬季積雪あり) (2. 11) 

(QT IQO)D = 0.134+0.73(nl N)SD (高田，冬季積雪なし) (2. 12) 

(QT I QO)D = 0.164+ 0.74(nl N)SD (高田，夏季) (2. 13) 

氷高(1985)は，中国地方の福山市・大田市における 1978年 11月'"'"'1983年 3月及び山

口市の 1979年 10月'"'"'1983年3月の熱電堆式日射計及び MS-90型太陽電池式日照計に

よる観測から，次に示す日平均日射率推定式を求めた.

(QT1QO)D =0.133+0.551(nIN)sD (福山， r = O. 966， CV二 10.49) (2. 14) 

(QT I QO)D = 0.145 + 0.564(nl N)SD (大田， r二 0.973，CV二 11.40) (2. 15) 

(QT IQO)D = 0.138+0.578(nl N)SD (山口， r = O. 971， CV = 10. 57) (2. 16) 

(QT I QO)D = 0.141 + 0.559(nl N)SD (中園地方3市， r=0.969，CV=l1.09) 

(2. 17) 

ここに rは相関係数， CVは変動係数を表す.

月量推定式としては，次に述べる吉田・篠木の式が，現在わが国で最も精度が高い

とされている.

2.1.3 吉田園篠木の式

吉田・篠木(1978)は1972年一1976年2月の気象庁の熱電堆式日射計A型とジヨルダ

ン式日照計による全国 39地点，延べ 966カ月のデータを用いて次式を作成した(太陽

定数は1.98 cal/ cm2/min) . 

(QT I QO)M = 0.149 + 0.546 (n I N)JM + 0.037GlO + 0.048sin ho (2.18) 

‘，i
 

句

3
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ここに， Qr 月平均全天日射量 (cal/cm2/day)，Qo 大気外水平面日射量の月平均

値 (cal/cm'/day)，(n/ N)JM ジヨルダン式日照計による月平均日照率 G
IO 積雪指

数 (0.0 -1. 0)， 1ヵ月の日数に対するその月で積雪深が 10cm以上で、あった日の割合.

無降雪の月はGIO
ニOとなる.ho 各月 15日の南中時刻の太陽高度.

この式による重相関係数は0.965，標準誤差は0.018であり，これまでのどの推定式

よりも誤差が小さい.なお， (2. 18)式は当初提案時は IPS-1956基準(International 
Pyrheliometric Scale)によっていたが，その後 WRR基準(WorldRadiometric Refe 
rence)に修正したものを示している.

浦野・三木(1980)は積雪を考慮した全天日射量推定式として次式を提案した.

Qr = (0.1934 + 0.5011n/ N)(1 + 0.138 GlO) (r = 0.906) (2. 19) 

ここでは触れなかったが，月平均の 1時間毎の全天日射量を標準的天気(晴天日，

曇天日など)毎に，直達日射量と散乱日射量にモデ、ルによって振り分ける研究がある(日

本気象協会(1989)). 

ただ，時刻毎に変化する実際の斜面日射量の推定には使用できないので，ここでは

この月平均モデルによるアプローチは採用しなかった.

2.1.4 日射スケールと太陽定数

ここで，吉田・篠木式 ((2.18)式)の項で触れた日射スケールのことと， 日射スケ

ールと関係が深い太陽定数のことを述べておこう.太陽と地球の年平均距離において，

地球が単位時間に太陽に正対して単位面積で受ける日射エネルギーのことを太陽定数

と呼んでいる.この太陽定数は，本来一定のはずであるが，実際には， 日射計標準器

の定め方によって人為的に変えられてきたということと，技術の進歩によって測定精

度が向上し，正しいと信ぜられる数値が変動してきたという 2つの側面を持っている.

日射スケールは， 1957年以前は太陽定数=1. 94 cal/ cm2/minを使用していたが， 195 

7年，それまでの米国スミソニアン研究所のスミソニアン日射スケールとスエーデン

のストックホルム大学のオングストローム日射スケールの平均的差3.5%を合致させる

ため，世界気象機関 (WMO)はスミソニアンスケールを2%下げ，オングストロームス

ケールを1.5%上げた.

気象庁の日射計は 1935-1945年には欧州製ロピッチ日射計(バイメタル式)を標準

qj“ 
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とし， 1946-1957年には銀盤日射計の観測値から適当な推定法によって検定， 1957年

以降は米国製エプリ一日射計(熱電堆式)を標準器としてきた(関根(1979)).そして1

957年当時はスミソニアン日射スケールを採用していたので太陽定数も2%げて 1.901

cal/cm2/minとなった.その後ロケット観測などによる観測結果からこの値は小さ過

ぎるという意見が認められ，国際放射委員会が IGY(InternationalGeophysical Year 

1957. 7. 1 -1958. 12.31)に際して使用した1.98 cal/cm2/minが1964年以降用いられ

るようになった.

その後 1981年1月1日から1.96 cal/ cm2/minに改訂することが限R(世界放射基準)

で定められており，理科年表(東京天文台(1982-1994)の値もこれに基づいているが，

わが国の気象庁は現在でも1.98 cal/cm2/minを採用している.近年再び 1.94cal/ cm2 
/ 

mlnが正しいとし寸意見が研究者の間では強くなりつつあり，一方個人的に1.95 cal/ 

cm2/min， 1. 93 cal/ cm2/minを用いる人もいて，研究論文によってまちまちになってい

るのが現状である.

日射率の式に QO(= L10 sinh)が含まれることから，太陽定数の値が係数 α，bの

値に影響することは明かである.ただ，どの太陽定数を採用するとしても，ここに掲

げた式を利用する場合には，式で使用されている太陽定数と係数をそのまま使用する

ことにすれば， 日射量推定上困ることはない.よって本論文では太陽定数を本来いく

らにとるべきかの議論は行わず，その都度，太陽定数をできる限り明示するにとどめ

ることとした.

筆者は1995年以前の筆者の学術研究報告，学会論文集は1.98 cal/cm2/minを使用し

てきたが， 1995年農土論集の関読の際， 1. 96 cal/ cm2/minに変えるよう求められたた

め，その後の論文はすべて1.96 cal/ cm2/minを使用している.

本論文では第 2章までの筆者提案式についてはおおむね1.98 cal/ cm2 /min = 1. 38 k 

W・/m2を使用したが，第3章以降の紙井ら (1996)，同(1998)を引用している部分では1.

96 cal/cm2/minニ1.37 kW/m2を使用している.

ただし，第2章(2.59)， (2. 60)， (2.61)， (2. 62)式などのように，(QrIQo)Dを等置し

て(nlN)D相互の関係を導くためには，太陽定数を合わせておく必要があったので，第

2章の (3.9) "-' (3. 12)式及び Table2. 12 (1) (2)， 2. 13 (1) (2)， Fig. 2. 7， 2.8 では1.

96 ca1/cm2/minを使用した.
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2.1.5 雲量を用いた推定式

世界的にみると雲量を用いた日射量推定式も多い.月平均雲量CM (0 -1)は月平均

で考えると，極端に大きし、かまたは小さい月は全然無く(即ちCM
二 OまたはCM=1) ， 

平均的にCM
二 0.6付近に分布するため，日射量と雲量との関係は直線的ではなく，一

般に日射量は雲量の2次式で表現されている.例えば次のような式である(Kondratyev 

(1969)) . 

QT = Qo{lーいc+bCCM)CM} (2.20) 

んはほぼ一定で，Berland( Kondratyev (1969)， Berland (1960))によると bc二 0.38，

acは緯度によって変化し，Table 2.3のようである.

Table 2.3 Berlandの ac( Kondraty，θv (1969)より引用)

緯度(0) 。 5 10 15 20 25 30 35 40 

ac 0.38 0.40 0.40 0.39 0.37 0.35 0.36 0.38 O. 38 

緯度(0) 45 50 55 60 65 70 75 80 85 

ac O. 38 0.40 0.41 0.36 0.25 O. 18 O. 16 O. 15 O. 14 

Black (1960)は北米と西欧の 88地点の観測値から次式を得た.

QT=Q。(0.803-0.34CM-0.458CM2) (2.21) 

Kimball (1930)は次式を提案した.

Qr = Qcl(1-0.71CM ) (2.22) 

ここに，QcI 完全晴天日の全天日射量.

Ber 1 and (1960)によると (2.22)式のような 1次式による日射量推定値は実測値に

比較して，夏期には過小，冬期には過大になるという.

また Savinovコ4ngstn伽公式がある.
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Qr /Qc/ = 1一(1-k)c， (2.23) 

ここに，k 雲の短波放射透過特性に関する経験値， C[ : lndex of sky' s dullness 

=(1-n/N+CM )/2，完全晴天日には C[ご 0，完全曇天日には C[=1， 0と lの間の値を

とる.多くの場合C1=CM にとられる.kの値を Table2.4に掲げる.

Table 2.4 (2.23)式の kの値(KondratYIθv (1969)より引用)

緯度C) 75 70 65 60 55 50 45 40 

k 0.55 0.50 0.45 0.40 0.38 0.36 0.34 0.33 

緯度C) 35 30 25 20 15 10 5 。
k 0.32 0.32 0.32 0.33 0.33 0.34 0.34 0.35 

わが国の雲量から日射量を算定する研究は，時間量日射量を算定しようとする試み

が木村・宇田川(1970)，荒谷・絵内・鈴木(1973)，赤坂(1985)などによってなされてい

る.木村らは晴天時の日射量に雲量係数 CCFを掛けて曇天時の時間日射量を算定しよ

うとした.木村らの方法では全雲量の外に中層雲と低層雲の雲量が必要である.荒谷

らは札幌のデータから透過性の高い雲による散乱日射量の増加の影響を雲量に日照率

を加味して評価した.赤坂の研究は時刻別日照率に雲量，天気，水蒸気圧などのデー

タを加味して，時間日射量推定精度の向上を図ったもので、ある.いずれの方法も日射

量データがない場合に有効と考えられるが，時間的な変化に追随した特殊な雲量デー

タが必要であり，日に 3回または4回目視で観測して日平均をとるという，現在の気

象宮署の雲量データでは十分でないという点で実用性に欠けるであろう.

以上の点から推測されるように，雲量は直達日射量と散乱日射量に影響する重要な

気象因子ではあるが，以下のような欠点がある.

①観測が自動化されておらず，人の目に頼っていること，このため精度と観測回数に

限界がある.

② 1日3回観測と 4回観測が混在していること，中には 1日1回の観測官署もある.

②英・仏・イラン・アフリカのいくつかの国が 1949年以降従来の 10段階測定から 8

段階測定に移行したことにより，国際的に雲量という気象要素に統ーがなくなって

し、ること.

③日射量との関係では，雲の種類(高度を含む)と太陽に対する雲の位置が問題であ

るが，雲量の中にはそれらの要素が含まれていないこと，などである.
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これらの欠陥のため，雲量による日射量推定は， 日照率による推定に比べて精度が

落ちる.雲量しか手がかりがない地域は別として，多くの観測所で日照時聞が観測さ

れているわが国では，雲量による日射量の推定は重要性が低いと考えられる.

(2. 22)， (2. 23)式などに用いられている，完全晴天日の全天日射量 Qclあるいは完

全晴天時の時刻全天日射量Iclを推定する式もいくつか提案されている(例えば文献

Kondratyev (1969)， Kondo (1967)参照). 

2.2 従来の直達・散乱日射量推定式

2.2.1 従来の研究

直達日射量あるいは散乱日射量を求める場合，①全天日射量が予め求まっている場合，

②全天日射量が求まっておらず， 日照率・雲量などから推定せざるを得ない場合，の 2つ

が考えられる.

日量(月量)の直達日射量・散乱日射量を求める方法としては， 日(月)間日射率

Qr IQ。から日(月)開平均散乱比 QsIQrまたは日(月)問直達比 QDIQrを求めるものと，

日照率，雲量，太陽高度などから日(月)間散乱比，または同直達比を求めるものとがあ

る.

例えば Page(1961) (吉田・篠木(1983))は 52"N -34
0 

Sの間にある 10地点における

月間散乱比 (QsIQr)Mについて，次式を得た.

(Qs IQr)M =1.00-1.13(Qr IQO)M (2.24) 

ここに， Qs 月量散乱日射量，Qr 月量全天日射量，(Qr IQO)M :月間日射率， QO 

月量大気外日射量

IHVE Guidθ (1970)は完全晴天日の瞬間散乱日射量ISH(W/m2)について次式を提示して

し、る(Bugler(1977)) . 

ISH = 16.0 hO
.
5 

- 0.4 h (2.25) 

ここに，h 太陽高度 (deg) . 

Iqbal(1979)はトロントとモントリオールのデータから，同じく月間散乱比
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(QsIQr)Mに関する次の式を得た.

(Qs I QT)M = 0.958 -0.982 (QT I QO)M (2.26) 

Klein (1977)はLiuand Jordan (1960)によるヨーロツノミの 4地点のデータを用いて，

月平均散乱比 (QsIQr)Mに関する次の回帰式を作成した(吉田・篠木(1983)). 

(QSIQT)M =1.390-4.027 KTM +5.531KTM2 -3.108KTM3 
(2.27) 

ここに，KTM=(QrIQo)M (月間日射率). 

Collares-Pereira and Rabl(1979)は，米国の5地点のデータから，月平均散乱比

(Qs IQr)Mについて(2.28)式， 日平均散乱比(QsIQr)D について(2.29)式を導いた.

(QSIQT)M = 0.775+0.347 (ω's -7r I 2) -{0.505 + 0.261(ωs一π12)}

• cos (2KTM -0.9) (2. 28) 

ここに， ωs 日没時の太陽時角 (rad). 

(Qs I QT)D = 0.99 (KTD < 0.17) (2.29) 

(Qs IQT)D = 1.188-2.272 KTD+ 9.473 KTD2 -21.856 KTD3 

+ 14.648KTD4 (0.17 < KTD < 0.8) 

、匹、，・ 1τ，
、ー'-~'-， KTD = (Qr I QO)D (日平均日射率) . 

Iqbal(1979)はカナダの 3観測所のデータから，月平均散乱比 (QsI QO)Mに関するす

る次の 2個の式を得た.

(Qs I QT)M = 0.791-0.635 (n I N)M (2.30) 
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(Qs IQO)M = 0.163+0.478(nl N)M -0.655(nl N)M2 
(2.31) 

吉田・篠木(1983)は1964-1989年10月の全国 10地点，延べ 243カ月の熱電堆式日射

計による日射量データ並びにジヨルダン式日照計による日照率データから次式を作成

した(太陽定数1.98cal/cm2/min = 1. 38kW/m2，標準誤差約 7%) . 

Qs =(Qr -0.048GlOQo) (O.950-1.336(nl N)JM +0.702(nl N)JM
2 
+0.217Ci) 

+0.048GlOQ。 (2. 32) 

ここに， Qs 月平均散乱日射量(MJ/m2/day) ， GlO :積雪指数(前出)， Qo 月平均

大気外水平面白射量(MJ/ぜ/day)， Ci=(n/N)JM+CM-1 (月平均うす雲指数)， CM 

月平均雲量(0-1). 

吉田・篠木(1983)は，積雪によって散乱日射量が大いに異なると考え，積雪月を除

いた 219カ月のデータを用いて，月平均散乱比 Qs/Qrに関する次式を作成した(太陽

定数1.98cal/cm2/min = 1. 38kW/m2) • 

(Qs IQr)M = 0.950-1.336(nl N)JM + 0.702(nl N)JM 
2 
+ 0.217 Ci 

(r = O. 904， s = O. 037) (2.33) 

吉田・篠木(1983)は (2.32)式と同じデータから次式を作成した.

DR = 3.61 mO PM m N mO {0.661 (1一CM )+ 0.474 Ci}-0.84 

(r二 0.963，s =0.85町om2/day) (2.34) 

ここに，DR 月平均法線面直達日射量(MJ/ぜ/day)， ImO 各月の太陽赤緯の平均日

における大気外法線面日射強度(kW/ぜ)，ん:各月の大気透過率 m 各月の太陽赤緯

の平均日における太陽南中時の airmass (= cosec h)， N mO 各月の太陽赤緯の平均日

における可照時間(hr)，C
i 
:月平均うす雲指数(0-1) (前出). 

内嶋・桜谷・奥山(1981)は西ケ原(東京， 1978. 10 -1980. 1)，観音台(筑波， 1978. 
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10 -1980. 12)の熱電堆式日射計及び太陽電池式日照計のデータを用いて日平均直達放

射比 =(QD IQr)Dと日平均日照率の関係を次の様に導いた.

(QD IQr)D = 0.86(nl N)釦1.3 (西ケ原) (2.35) 

(QD IQr)D = 0.86(nl N)SD1.51 (観音台) (2.36) 

また (QDIQr)Dとx= Qr IQc/に生長曲線をあてはめた次式を導いた(内嶋ら(1981)). 

(QD IQr)D = 0.943/[1+exp{-7.533(x-0.557)}] (西ケ原) (2. 37) 

(QD1Qr)D = 0.9361 [1+exp{-7.537(x-0.613)}] (観音台) (2. 38) 

ここに，Qr 当日の全天日射量(MJ/m2/day)，Qc/ :完全晴天日の全天射量(町/m2/day)・

中西・木村・橋本・森田・永井(1982)によると 1978年 12月-1980年 12月の熱電堆式

日射計，太陽電池式日照計による善通寺，高知， 1979年11月一1980年 12月の徳島の

QD1QrとnlNとの関係は次式であらわされる.

(QD IQr)D = 0.80(nl N)SD
Ll44 

(善通寺) (2.39) 

(QD I Qr) D = 0.84 (n I N)SD 0.799 (高知) (2.40) 

(QD IQr)D = 0.83(nl N)SDo.871 (徳島) (2.41) 

山田・岩切・鴨田 (1983)は，高田・松本の 1979.11-1980.10の日量データから，直

達放射比 QD1Qrとx= Qr IQclについての次式を導いた.

(QD I Qr)D = 0.876/{1 + 74.4 exp( -6.96x)} (高田) (2.42) 

(QD I Qr)D = 0.870/{1 + 184.5 exp( -8.89x)} (松本) (2.43) 
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また，山田・岩切・鴨田(1983)は日間散乱放射比 (QsIQr)Dと太陽電池式日照計に

よる日照率 (nI N)SDとの聞には，次の指数関係を見いだした.

(Qs I QT)D = {1-(n I N)SD }O.67 (高田) (2.44) 

(Qs IQT)D =ち-(n I N) SD r63 
(松本) (2.45) 

氷高(1985)は， 1978年 11月 -1983年 3月の福山・大田， 1979年10月-1983年3月の山

口の熱電堆式日射計，太陽電池式日照計によるデータから， 日平均散乱比QsIQrと日

平均日照率 (nI N)SDとの間に次に示す関係があることを報告している.

(Qs I QT)D = 0.906 -0.348 (n I N)SD -0.351 (n I N)SD 
2 

(福山 r二一0.922)

(Qs IQT)D = 0.915-0.529(nl N)SD -0.192(nl N)SD
2 

(大田 r二一0.930)

(QsIQT)D = 0.926-0.417 (nIN)SD -0.323(nIN)SD2 

(山口，r == -0.931) 

2.3 筆者の全天日射量推定式

2.3.1 月間日照率を用いた月量全天自身橿の推定

(2.46) 

(2.47) 

(2.48) 

紙井・近森(I986a)は， 1978-1984年の気象庁の熱電堆式日射計とジヨルダン式日照計につ

いて，全国 16気象官署の延べ 1，321個の月量のデータから α==O. 19， b == O. 50を得た(Ta 

ble 2. 5，2. 6，Fig. 2. 1参照). 

(QT I QO)M = 0.19+0.50(nl N)JM 

(月量，全国16地区 r2==O. 86， s == O. 028) (2.49) 
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Table 2.5 観測地長の位置と測定日射量

観測地点 北緯(度分) 東経(度分) 海抜高度(m) 測定日射量

札 幌 43 3 141 20 17.2 全天・直達

根 室 43 20 145 35 25.8 " " 
秋 回 39 43 140 6 9.4 " " r邑ふ噌 古 39 39 141 58 42.5 " " 
輪 島 37 23 136 54 5.3 " " 
松 本 36 15 137 58 610.0 " " 
舘 聖子 36 3 140 8 26.0 全天・直達・散乱

米 子 35 26 133 21 6.5 全天・直達

潮 岬 33 27 135 46 73.2 " " 
福 岡 33 35 130 23 2.5 " " 
鹿児島 31 34 130 33 4.3 " " 
j青 水 32 43 133 1 31. 0 " " 
石 垣島 24 20 124 10 5. 7 " " 
寿日 覇 26 14 127 41 34.9 " " 
父 島 27 5 142 11 2. 7 全天

南 鳥島 24 18 153 58 8. 7 " 
平 均 34 01 137 11 56.6 全 16・直14・散1

Table 2.6 月間日照率(nlN)JMと月間日射率(QT1QO)Mとの関係(紙井・近森(1986a)より)

観測地京 α b r2 
S nlN QT IQ。データ数 N。

札幌 0.27 0.34 0.40 0.032 0.46 0.43 84 
根室 0.24 0.45 0.81 0.028 0.48 0.46 84 
秋田 O. 18 0.48 0.92 0.018 0.41 0.38 83 

宮古 0.20 0.47 0.90 0.018 0.50 0.44 84 

輪島 O. 16 0.54 0.96 0.017 0.40 0.38 80 

松本 0.22 0.47 O. 79 0.47 84 

舘野 0.22 0.47 0.94 0.016 0.46 0.43 72 

米子 O. 19 0.49 0.93 0.015 0.45 0.41 84 

潮岬 O. 19 0.49 0.89 0.020 0.54 0.46 82 

福岡 0.17 0.53 0.89 0.018 0.46 0.41 84 

鹿児島 O. 19 0.49 0.92 0.014 0.48 0.43 84 

清水 O. 14 0.58 0.95 0.014 0.57 0.46 83 

石垣島 0.24 0.44 0.029 0.45 0.44 83 

那 覇 O. 19 0.91 0.023 0.47 0.41 84 

父島 0.20 0.53 0.80 I 0.030 0.51 0.47 84 

南鳥島 0.25 0.44 0.66 0.032 0.66 0.53 82 

全国 O. 19 0.50 0.86 0.028 0.49 0.44 1321 

(話会式 :(QT IQO)M =α+ b (nl N)JM 
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Fig. 2.1 月間日射率 (QTIQo)Mと月間日照率(nIN))Mの関係(全国，データ数No=1，321)

ここに (QT/ QO)M 月間全天日射率，QT 月量全天日射量， WRR搬す基準による.ただ

し，欠測日は対応する Qo' n， N とともに積算からはずし 1カ月に 5日以上の欠測があ

る場合，その月のデータを解析から外した. Qo 大気外水平面日射量の月積算値.太陽定

数=1. 98 cal/cm2/min = 1. 38 kW/m2 (この章では特に断らない限りこ叫直を用いる).太陽赤

緯e)iま理例年表(東京天文台， 1978-1984)による (n/N)JM :ジョルダ、ン式日照計による

月間日照準 n ジヨルダン式日照計による日照時間の月積算値，N 可照時間の月積算値.

気象観測のための気象常用表(1971)による.r2 回帰の決定係数(相関係数の自乗)， s 

標準誤差.

同じデータに対し，べき指数型回帰式は月量に関してはほとんど直線であった.

(QT1QO)M =O.18+0.51(nIN)JM
o
.
96 

(月量，全国16地区 r2=O. 86， s = O. 027) (2.50) 

ここに，指数は相関係数が最大となるように前議搬により決定した.
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この回帰式は，重相関係数0.965，標準誤差0.018の吉田・篠木式(吉田・篠木(1978)) 

(2. 18)式に比較すると精度は落ちる.また，大槻・三野・丸山(1984)が 65地区，延

べ 5，913カ月のデータを用いてα二 O.19， b = 0.51 (太陽定数1.95 cal/ cm2 /min = 1. 

36 kW/ぜ)を得，地区ごとの係数も算定している.

ただし，これらの式の適用にあたっては，計器について注意が必要である.気象庁

の日射計は 1957年以降エプリ一式(熱電堆式)で現在でも同じであるが， 1946 -195 

7年までは銀盤日射計， 1935-1945年は欧州のロピッチ日射計を標準としていた(斎

藤・松尾・落藤((1964)).一方気象庁の日照計は 1986-1987年頃，ジヨルダン式日照

計から回転式日照計に切り替えられているので，吉田・篠木式，大槻・三野・丸山の

係数， (2. 49)， (2. 50)式など，ジョルダ、ン式日照計に基づいて得られた係数をそのま

ま適用することが現在では困難となっている.ジョルダ、ン式・回転式両日照計の問で

換算が可能であればよいのであるが，測定方式も感度も異なるため簡単にはいかない.

いずれかの時点で回転式日照計データによる新しい回帰式の作成が必要である.しか

し，それまで当分の聞は上記のジヨルダン式日照計に対応して作成された式を用いざ

るを得ない.また1987年以前のデータを用いたい場合には，ジヨルダン式の回転式へ

の換算が必要となる.これらのときの換算の方法については 2.3.3で述べる.

2.3.2 日間日照率を用いた日量日射量の推定

次に日間日射率 (QrIQO)Dとジヨルダン式日照計による日間日照率 (nlN)JDとの

回帰式を検討し(紙井・近森(1986b))，次式を得た(データ数No二 40，386) . 

(QT IQO)D =0.17+0.55(nIN)JD 

(日量，全国 16地区，r2= 0.91， s = 0.056) 

(QT I QO) D = 0.14 + 0.55 (n I N)JD 0.73 

(2.51) 

(日量，全国 16地区，r2= O. 92， s = 0.053) (2.52) 

各地区ごとの係数を Table2. 7に， (1. 2)式のべき指数型推定式を Table2.8に

示す(ともに紙井・近森(1986b)より).また宮古の散布図の例を Fig.2.2に示す.デ

ータ，太陽定数， WRR基準も上述の月量((2. 49)， (2. 50)式)の場合と同様である.
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Table 2. 7 日間日照率 (nlN)JDと日開日射率 (QTIQO)Dとの関係その 1

観測地点 a b r2 
S nlN QT IQ。 N。

札 幌 O. 19 0.52 0.86 0.061 0.46 0.43 2553 

根 室 0.21 0.51 0.89 0.060 0.48 0.46 2556 

秋 田 O. 16 0.54 0.92 0.050 0.41 0.38 2550 

宮古 0.17 0.53 0.92 0.050 O. 50 0.44 2552 

輪 島 O. 16 0.55 0.93 0.048 0.40 0.38 2525 

松 本 O. 19 O. 54 0.91 0.053 0.52 0.47 2557 

舘 野 O. 18 O. 54 0.92 0.053 0.46 0.43 2191 

米子 O. 16 0.55 0.93 0.048 0.46 0.41 2556 

潮 由甲 0.17 0.54 0.93 0.049 0.54 0.46 2540 

福 岡 O. 15 0.57 0.93 0.047 0.46 0.41 2550 

鹿児島 O. 15 0.57 0.93 0.050 0.48 0.43 2550 

清水 O. 13 0.56 0.95 0.045 0.57 0.46 2538 

石垣島 0.21 0.51 0.88 0.062 0.45 0.44 2528 

君E覇 O. 18 0.50 0.91 0.052 0.47 0.41 2556 

父 島 0.20 0.54 0.88 0.055 0.51 0.47 2557 

南鳥島 0.23 0.45 0.85 0.048 0.66 0.53 2526 

全国 0.17 0.54 0.91 0.055 0.49 0.44 40386 

(注)式:(QT1QO)D =α+ b (nl N)JD 

Table 2.8 日間日照率と (QTI QO)Dとの関係その2

観測地点 α b P S 

札 幌 O. 15 0.52 O. 76 0.059 

根 室 O. 18 0.51 O. 71 0.056 

秋 回 O. 12 0.54 O. 75 0.047 
r昌ム， 古 O. 14 0.53 O. 75 0.047 

輪 島 O. 12 0.55 O. 74 0.044 

松本 O. 15 0.55 O. 73 0.049 

舘野 O. 14 O. 54 0.63 0.044 

米子 O. 13 0.55 O. 78 0.046 

潮 岬 O. 13 0.55 O. 74 0.045 

福 同 0.11 0.57 O. 73 0.047 

鹿児島 O. 12 0.57 O. 76 0.047 

清 水 0.11 0.59 0.84 0.043 

石垣島 0.64 0.056 

寿日 覇 O. 14 0.51 O. 71 0.048 

父 島 O. 15 0.54 O. 71 0.051 

南鳥島 0.17 0.50 O. 70 0.046 

全 国 O. 14 0.54 O. 73 0.052 

(注)式:(QT1QO)D =a'+b'(nIN)JDP 
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Fig. 2.2 日間日射率 (QT/QO)Dと日間日照率 (n/N)JDの関係(宮古，データ数No=2，552) 

参考のために米子のパイメタル式(1975-1978.11)，ジヨルダン式(1975-1985)，旧型太

陽電池式(1978.12-1987.8)，回転式 (1986-1988)の各回帰式の回帰係数・定数を Tahle

2.9， 2.10，2.11に示す(Fig.2.3--2.6参照). 

Table 2.9 米子における日量日射率と日照率との回帰関係(線型)

Y X α b r S N。
(QT IQO)D (nl N)BD 0.078 0.613 0.887 0.0622 1409 

(QT1QO)D (nl N)JD 0.163 0.559 0.923 0.0515 3998 

(QT1QO)D (nl N)SD 0.138 0.561 0.906 0.0568 

(QT IQO)D (nl N)RD 0.184 0.550 0.912 0.0546 

(注)回帰式:Y=α+bX， (QT IQO)D:日量日射率，(nl N)切:日間日照率，添字*の位置にあるBはパイメタ

ル式， Jはジヨルダン式， Sは太陽電池式(1日型)， Rは回転式日照率を表す.
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Table 2.10 米子における日量日射率と日照率との回帰関係(べき指数型)

Y X α『 b' P r S 

(QrIQO)D (nl NhD 0.111 0.609 1.24 0.893 0.0608 

(Qr IQO)D (nl N)JD 0.130 0.561 0.77 0.931 0.0486 

(QrIQO)D (nl N)SD 0.131 0.562 0.95 0.906 0.0568 

(QrIQO)D (n I N)RD 0.130 0.550 0.63 0.942 0.0445 

(注)回帰式:Y =a'+b' XP
， (Qr IQO)D:日量日射率，(nl N)叩:日間日照率，*はT油le3.5 の(注)を参照.

Table 2.11 米子における日量日射率と日照率との回帰関係(月量，線型)

Y X 。 b げ S N。
(Qr IQO)M (nl NhM 0.122 0.532 0.7851 0.0333 47 

(Qr IQO)M (nl N)訓 0.189 0.499 0.8982 0.0198 132 

(Qr IQO)M (nl N)SM 0.208 0.417 0.7613 0.0273 93 

(Qr IQO)M (nl N)RM 0.223 0.449 0.9166 0.0133 36 

(注)回帰式:Y=α+bX，(Qr IQO)M:月量日射率，(nl N).M:月間日照率，*はTable3.5 の(注〉を参照.
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Fig. 2.3 米子における日間日射率 (QrlQo)Dとパイメタノレ式日照計による日間日照率

(nIN)BDの関係

-26 -



Y=a+b'X ( QT1QO)D 

a = 0.163 

b = 0.559 

r2; = 0.923 

1. 00 

s = 0.051 

N 0= 3998 

Y=a+b'X
P 

(nIN)JD 

P = 0.77 

r2 = 0.931 

N 0= 3998 

b = 0.561 

a=0.130 

s = 0.049 

0.80 

0.60 

0.40 

0.20 
臨41

0.00 
0.00 

一一一一」ーー・

米子における日間日射率 (QTIQo)Dとジョルダpン式日照計による日間日照率

(nIN)JDの関係、

1. 00 0.80 0.60 

2.4 Fig. 

Y=a十 b'X

a = 0.138 
( QTIQo)D 

b = 0.561 1. 00 

r2 = 0.906 

s = 0.057 

N 0= 2827 

Y=a+b'XP 

a=0.131 

b = 0.562 

= 0.906 

s = 0.057 

N 0= 2827 

P = 0.95 
2 r 

・;;・12右，'.:T
:ぷ.~咋:.i~:):~~:~品目(:t~

，i:;ミバ将W
一 」一日一

0.60ト_'_:~.' .' ... :.~ :~~ .:~\ii&'~~~:~;;μ:: 

'.: .... :'::' ': :".:.::.".~::;~:?iW~~:;:\tl: ::..:''::-..~::~~~:(td! -::・1:;':'・..
0.40 

0.20 

野:

0.80 

(nl N)Sf) 0.00 
0.:0。 1. 00 

米子における日間日射率 (QTIQo)Dと(旧型)太陽電池式日照計による日間日照率

(nIN)Sf) の関係
可

tq，白

0.80 0.60 0.40 0.20 

2.5 Fig. 



(Qr/Qo )D 

1. 00 

0.80 

0.60 

0.201絞

。J
0.00 0.20 o.・40 0.60 0.80. '1.00 

Y = a十 b.X

a = 0.184 

b = 0.550 

r2 
= 0.912 

s = 0.055 

N 0 =  1094 

Y=a+b.XP 

a = 0.130 

b =: 0.550 

P = 0.63 

r2 = 0.942 

s = 0.045 

N 0 =  1094 

(n/N)即
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関係

筆者は高知市の 1978.2-1984.12の日量全天日射量について次式を得た.

(Qr I QO) D = 0.124 + 0.576 (n I N) JD 0.69 

(日量，高知，作0.97，s = 0.048) 

(QrIQO)D = 0.108+0.597(nl N)SDo，86 

(日量，高知， r= 0.98， s = 0.042) 

(2.53) 

(2.54) 

ここに，(nl N)JD :ジョノレダン式日照計による日間日照率，(nl N)SD 旧型太陽電池式日照

計による日間日照率.太陽定数1.98cal/m2/min二1.38kW/m2 
• 

全国66気象官署の熱電堆式日射計による日間日射率 QrIQ。と 1971-1987年のジヨノレ

ダン式日照計による日間日照率(nI N)JD及び1986-1990年の回転式日照計による日間日照

率 (nlNhDを用いた回帰式を示す(延べデータ数はそれぞ、れNo
二302，350及び、No=118，367，

Fig.2.7， 2.8， Table 2.12(1)(2)， 2.13(1)(2)参照). 
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Table 2. 12 (1) 熱電堆式日射計による日射率(Y)とジョルダ、ン式日照計による日間日照率(X)との単回帰分析

熱電土佐式日射計・ジヨルダン式日照計



Table 2. 12 (2) 熱電堆式日射計による日射率 (Y)とジョルダ、ン式日照計による日間日照率(X)との単回帰分析
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Table 2. 13 (1) 熱電堆式日射計による日射率 (Y)と回転式日照計による日間日照率 (X)との単回帰分析

熱電堆式日射計・回転式目黒計
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Tab1e 2. 13 (2) 熱電堆式日射計による日射率 (Y)と回転式日照計による日間日照率 (X)との単回帰分析



(Qr IQO)D =0.173+0.558(nIN)JD 

(2.55) (日量，全国66地区， r二 0.946，s = 0.061) 

(Qr I QO) D = 0.140 + 0.558(n I N)JD 0.75 

(2.56) (日量，全国66地区，r=0.952， s = 0.058) 

(Qr IQO)Dご 0.198+ 0.537 (nl N)RD 

(2.5η (日量，全国66地区，r=0.944， s = 0.062) 

(Qr IQO)D =0.139+ 0.541 (nIN)RD
O
.
59 

(2.58) (日量，全国66地区，rこ 0.962，s = 0.051) 

ただし，太陽定数は1.96cal/ cm2 Imin = 1.37 kW 1m2， rは相関係数， sは標準誤差である.

このほか，筆者の主な調査フィールドで、ある中国四国及び周辺の若干の気象官署におけ

る日射率と日照率の回帰関係をTable2.14，2.15，2.16に示す.
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Fig. 2.8 

月間日射率σ)と日照率∞の回帰定数(心と回帰係数(b)

観測 期間 a b r S No 日照計 n/ N Qr/Q。
地

高知 1975-1985 O. 194 0.534 0.975 0.014 128 Jordan 

清 水 1975-1985 O. 145 0.594 0.958 0.018 132 Jordan 

松山 1975-1985 O. 196 0.519 0.956 0.014 132 Jordan 0.485 0.447 

1979-1985 O. 131 0.562 0.963 0.013 74 太陽智也 0.552 O.仏2

高松 1975-1985 O. 188 0.466 0.835 0.025 131 Jordan 

1980-1985 O. 156 0.465 0.846 0.024 70 太陽電池

潮岬 1981-1985 O. 184 0.501 0.958 0.017 60 Jordan 0.546 0.457 

1981-1985 O. 127 0.561 0.981 0.012 60 太陽智 也 0.588 0.457 

1986-1991 0.219 0.484 0.941 0.019 71 回転式 0.509 0.465 

米子 1975-1985 O. 189 0.499 0.948 0.020 132 Jordan 

1978.12-1987.8 0.208 0.417 0.872 0.027 93 太陽智也

1986-1988 0.223 0.449 0.958 0.013 36 回転試

1975-1978.11 O. 122 0.532 0.886 0.033 47 バイメタノレ

Tab】e2.14

円

J

(出 Qr/Qo =α+b(n/ N) 



TabJe 2.15 日間日射率σ)と日照率∞の回帰定数(a)と回帰係数(b)

観測地 期間 a b r s N。 日照計 n/N Qr/Q。

高知 1975-1985 O. 167 0.587 0.966 0.052 3871 Jordan 

清水 1975-1985 O. 141 0.598 0.970 0.050 3968 Jordan 

松山 1975-1985 O. 168 0.575 0.961 0.051 4018 Jordan 0.485 0.447 

1980-1985 O. 111 0.598 0.969 0.047 2250 太陽電池 0.552 0.442 

高松 1975-1985 O. 159 0.522 0.954 0.050 3986 Jordan 

1980-1985 O. 122 0.525 0.957 0.047 2128 太陽電池

広島 1979-1985 O. 157 0.534 0.960 0.049 2554 Jordan 0.473 0.447 I 

1979-1985 O. 120 0.545 0.961 0.049 2421 太陽電池 0.5ω 0.425 

1986-1988 O. 191 0.540 0.952 0.057 1095 回転式 0.506 0.427 

潮岬 1981-1985 O. 160 0.544 0.967 0.048 1817 Jordan 0.546 0.457 

1981-1985 O. 121 0.572 0.978 0.039 1814 太陽電池 0.588 0.457 

1986-1991 O. 191 0.539 0.959 0.056 2155 回転式 0.509 0.465 

米子 1975-1985 O. 163 0.559 0.961 0.051 3ω8 Jordan 

1978.12-1987.8 O. 138 0.561 0.952 0.057 2827 太陽電池

1986-1988 O. 184 0.550 0.955 0.055 1ω4 回転式

1975-1978. 11 0.078 0.613 0.942 0.062 1409 パイメタル

(注)Qr/Qo =α+b(n/ N) 

TabJe2.16 日量日射痢y)と日照率∞の回帰定数(a)と回帰係数(b)

観測 期間 a' b' P r s N。 日照計

地

高知 1978.2-1984 O. 124 0.576 0.69 0.970 0.052 一 Jordan 

" 0.108 0.597 0.86 0.978 0.042 太陽電池

高松 1975-1985 O. 130 0.526 O. 79 0.958 0.048 3986 Jordan 

1980-1985 0.115 0.526 0.95 0.957 0.047 2128 太陽電池

広島 1979-1985 O. 123 0.536 O. 74 0.966 0.045 2554 Jordan 

1979-1985 0.105 0.548 0.89 0.962 0.048 2421 太陽電池

1986-1988 O. 126 0.552 0.58 0.970 0.045 1095 回転武

潮岬 1981-1985 0.119 0.555 O. 70 0.972 0.044 1817 Jordan 

1981-1985 0.107 0.576 0.90 0.979 0.039 1814 太陽電池

1986-1的1 0.131 0.559 0.60 0.975 0.044 2155 回転武

米子 1975-1985 O. 130 0.561 O. 77 0.965 0.048 3998 Jordan 

1978.12-1987.8 0.131 0.562 0.95 0.952 0.057 2827 太陽電池

1986-1988 O. 130 0.550 0.63 0.970 0.045 1094 回転試

1975 1978. 11 O. 111 0.609 1. 24 10.945 0.060 1409 ノ〈イメタノレ

(注)Qr / Qo = a'+b' (n/ N) 

P
D
 

内

d



2.3.3 異なる日照計日照率の換算

気象官署がジヨノレダ、ン式日照計による日照時間データを公表しなくなって久しい.ゆえに

ジョノレダン式日照計を用いた(2.8)，(2.18)， (2.49)， (2.50)， (2.51)， (2.52)式の係数は，現在

の気象官署の回転式日照率に対してはもはや適当ではない.あえてジョノレダン式によって

作成された式を用いるのであれば異なる型の日照計相互の関係を求めておく必要がある.

そこで，同一地域における各種の日照計による臼量の (QrIQO)Dの推定式から (QrIQO)Dを

消去して，日量(nlN)D相互の関係式を求めることを考えた.

Table 2.9のジヨルダン式日照計による係数α=0.163，b =0.559と， Table 2.10のパイメタ

ル式日照計による係数α=0.111，b =0.609 P =1.24から両回帰式の日量の QrIQ。を等置し

て，パイメタル式日照計による日間日照率 (nlN)BDをジョルダ、ン式日照計による日照率

(nl N)JDに変換する次式を得た.

(n I N)JD = -0.093 + 1.09 (n I NhD 1.24 (日量，米子) (2.59) 

ただし，太陽定数は1.96cal/ cm2/min = 1.37 kW 1m2
• 

この変換式(2.59)は信頼度の点で問題がある.品、うのは， Table 2.10のdの値をみると，

パイメタル式だ、けが他の3種の日照計に対応する日射量のそれとかけはなれた値を示してい

る.ということは日射量に関して統計的安定性が成り立っていない可能性が考えられるからで

ある.しかし，他の3種類の日照計についてはほぼ同一のdの値を示してしも.Table 2.10 

のジョノレダン式日照計による日照率 (nlN)JDの係数α=0.130， bご 0.561を用いた回帰式と

太陽電池式日照計による日照率 (nlN)SDの係数 α=0.131，bニ0.562を用いた回帰式を等

置して次式を得た.

(n I N)JD = (n I N)SDI.23 (日量，米子) (2.60) 

(2.56)式と(2.58)式の定数項をほぼ等しいとみて，両式の(QrIQ。んを等置すると回転

式日照計による日照率 (nlN)RD からジヨノレダ、ン式日照計による日照率(nI N)JD を求める

式は次のようになる.

(nl N)JD =0.97(nl N)RD
O
.
787 (日量，全国66地区) (2.61) 

(2.61)式を用いて「回転式」日間日照率(nlN)即を「ジョルダ、ン式j日間日照率 (nI N)JD 

-36 -



に変換すれば， (2.51)，(2.52)式を用いることができる.また，日毎の「回転式」日照率と可照

時間とから(2.57)式によって「ジョノレダン式」日照率・日照時間を算定してその月の日照時間

月積算値を求め，月可照時間で割れば， iジョノレダン式J月間日照率が求められ， (2.49)，(2.5 

0)式だけではなく，大槻・三野・丸山式の係数や吉田・篠木式((2.18)均に用いることも可能

であろう.

次に示すのは松山の月間および日開の「ジョルダ、ン式」日照計による日照率 (n/N)JM' 

(n/ N)JD !こ対する旧型「太陽電池式J日照率 (n/N)SAl' (n/ N)SDの回帰式である(1979-1985). 

原点を通過しないので，日照率相互の関係としては一方((n/N)SM' (n/ N)SD)が0に近いとき，

他方((n/N)JM' (n/ N)JD)が僅かに負の値をとるという不合理があるが，(Qr / QO)D' (Qr / QO)D 

を求めるのには支障がないであろう.

(n / N)JM = -0.09 + 1.03 (n / N)訓

(月量，松山， r2=0.931， s=0.022， No=74) (2.62) 

(n/ N)JD =ー0.072+ 0.996 (n/ N)SD 

(日量，松山， r-0.941， s = 0.076， No=2，250) (2.63) 

ここに， No データ数.

気象宮署で、使ってしも回転式日照計と，AMeDASで用いている太陽電池式日照計は，同

じ原理に基づいているので，換算可能と思われる「回転式」日照時間と新!日「太陽電池式J

日照時間の換算を三浦・奥野(1993)が次式のように示している.

(1日型「太陽電池式J日照時間(hr)X -i回転式J日照時間(hr)Y) 

Y = -0.00302X3 +0.101X2 +0.207 X 

(新型「太陽電池」式日照時間(hr)X -i回転式」日照時間(hr)Y) 

Y = 0.00423 X3 
-0.0717 X2 + 1.37 X 

(2.64) 

(2.65) 

三浦・奥野の式を含め，上式のしてつかを組み合わせることによって，過去の特性の異な

る日照率から作られた式を現在の回転式・太陽電池式日照計による日照データに適用する

ことが可能となる.
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2.3.4 係数の緯度依存性の検討

この系統の欧米における研究には，少数ながらα，bが緯度，標高に依存性を持っとの報

告を見ることがある.そこで x=r回転式J日照率，y=r熱電堆式」日射率を用いた線型回帰

式の回帰定・係数 a，b，べき指数型回帰式の回帰定・係数〆 b'べき指数Pの緯度，経

度，標高に対する変化を調べてみた.回転式日照計の線型式の係数αは，緯度との相関係

数0.322，経度との相関係数0.459，標高との相関係数は0.036，係数bは，緯度との相関係数

0.026，経度との相関係数0.132，標高との相関係数は0.090と，いずれも低かった.係数αは

多少南北端，あるいは東西端で値が大きく，中央が下がっており，bはフラットとなる傾向が

見られるが，それほどはっきりした関係があるとはいえない.我が国においては，係数α，b

の緯度及び標高依存性は無いといってよい.

2.3.5 雲量を用いた全天日射量の推定

月平均雲量 CM を用いて月量の回帰式の作成を試みた (1979-1984，No=1，249， Fig. 

2.9， Table 2.17参照，紙井・近森(I986a)).太陽定数1.98 cal/ cm2/min = 1. 38kW/m2
• 

(Qr I QO)M = 0.74 -0.43 CM 

(月量，館野を除く 15宮署， r2 = O. 64， s = O. 044) (2. 66) 

(Qr IQO)M = 0.60-0.33CM
2
.
07 

(月量，館野を除く 15官署 r2ニO.65， s = O. 043) (2.67) 

日平均雲量を用いた日量回帰式については， 16官署の 1978-1984年のデータ(た

だし館野は 1979-1984)から次式を作成した(紙井・近森(I986c). 

(Qr I QO) D = 0.61-0.35 C D 
2 
-0.072 C1，o + 0.079 sin2 ho 

(日量， R2ニ O.63， s = O. 11， No= 40，376) (2.68) 

ここに CD 日平均雲量 (0-1)， Cl.O : CD =1の時 1，CD
くlのとき0となるステッ

プ関数 ho 日最大太陽高度.館野における雲量は日 1回測定なのでデータから除

外した.
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月平均雲量と(QT1QO)Mとの関係、

観測地点 。CM bCM r2 
S CM QT1Q。 N。

札幌 0.55 一0.17 O. 13 0.038 O. 70 0.43 84 

根室 0.69 -0.35 0.64 0.038 0.65 0.46 84 

秋田 O. 76 -0.49 0.68 0.037 O. 77 0.38 83 

宮古 0.65 -0.35 O. 77 0.027 0.61 0.44 84 

輪島 0.83 -0.62 0.83 0.034 O. 73 0.38 80 

松本 0.67 -0.32 0.59 0.033 0.64 0.47 84 

舘野 0.62 -0.30 O. 79 0.029 0.64 0.43 72 

米子 O. 77 -0.49 0.71 0.032 O. 73 0.41 84 

潮岬 0.64 -0.31 0.69 0.033 0.59 0.46 82 

福岡 O. 70 -0.44 0.66 0.032 0.66 0.41 84 

鹿児島 0.65 -0.34 0.66 0.028 0.65 0.43 84 

清水 0.68 -0.36 O. 74 0.031 0.61 0.46 83 

石垣島 0.87 -0.61 O. 74 0.041 O. 72 0.44 83 

那覇 0.86 -0.60 0.62 0.046 O. 74 0.41 84 

父島 O. 79 -0.51 0.64 0.041 0.64 0.47 84 

南鳥島 O. 73 一0.38 0.45 0.040 0.62 0.53 82 

全国 O. 73 -0.43 0.64 0.044 0.66 0.44 1249 

Tab1e 2.17 
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(注)係数等:QT IQo =αCM +b，ω CM ・



2.4 筆者の直達・散乱日射量推定式

2.4.1直達・散乱日射量推定式

全天日射量が既知なら，直達日射量か散乱日射量のどちらかが推定できれば，全て.

の日射成分がわかる((1.6)式参照).そこでここでは 14官署で計測されている直達

日射量の推定式を作成することとした.

(2.32)， (2.33)， (2.34)式は精度が高いと考えられるが，気象要素を多く使うことか

ら簡便に直達日射量を推定するための次式を作成した.使用したデータは気象庁の

1978-1984年(16地区， 812個)のデータである (Table2.18~ 2.21， Fig. 2.10~ 2.1 

4参照，紙井・近森(1986a，1986b)) .太陽定数は1.98cal/cm2/min = 1. 38kW/m2 を用い

た.

(月量) (QD I QO)M = -0.04 + 0.508 (nl N)JM 

(r2=0.87， s=0.026， No=812) 

(QD I QO)M = 0.497(nl N)JM1.
23 

(s = O. 025， No= 812) 

(QD IQT)M = 0.783(nl N)JMo.71 

( s = O. 053， N 0ニ809)

(QD I QO)M = 0.51-0.46 CM 

(r2=0.75， s=0.035， No=740) 

(QD I QO)M = 0.37 -0.35 CM 
2 

( r2= O. 76， s = 0.034， N 0= 740) 

(QD I QO)M = 0.46 (l一CM)0.71 

( s = 0.034， No= 740) 

(日量) (QD I QO)D = 0.537 (nl N)JD1.
62 

(s二 0.057，No= 24，658) 
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(2.69) 

(2. 70) 

(2. 71) 

(2. 72) 

(2. 73) 

(2. 74) 

(2. 75) 



Table 2.18 月間日照率(nlN)JMと直達日射率(QnIQO)Mとの関係(紙井・近森(I986a))

観測地点 B P S nlN QnlQ。 N。
札 幌 0.481 1.28 0.025 0.46 84 

根室 0.470 1.02 0.023 0.49 0.23 48 

秋田 0.547 1.43 0.014 0.41 0.16 48 

宮古 0.480 0.20 0.021 0.51 0.21 60 

輪 島 0.483 1.28 0.012 I 0.41 0.16 48 

松本 0.490 1.10 0.022 0.52 0.24 72 

舘 野 0.556 1.20 0.023 0.46 0.22 72 

米子 0.473 1.26 0.014 0.46 0.18 48 

潮岬 0.546 1.28 0.025 0.54 0.25 59 

福岡 0.455 1.12 0.017 0.45 0.18 71 

鹿児島 0.498 1.30 0.017 0.48 0.19 36 

清水 0.513 1.33 0.019 0.57 0.24 36 

石垣島 0.477 1.15 0.018 0.45 0.19 48 

那覇 0.428 1.15 0.020 0.47 0.18 82 

全国 0.497 1.23 0.025 0.47 0.20 812 

(注)式:(Qn IQO)M = B(nl N)JMP 

Table 2.19 月間日照率(nlN)JMと直達日射比(QnIQr)Mとの関係(紙井・近森(1986a))

観測地点 B P S nlN QnlQr N。
札 幌 0.866 0.94 0063 0.46 0.42 84 

根 室 0.724 0.54 0.044 0.49 0.48 48 

秋田 0.936 0.96 0.039 0.41 0.39 47 

宮古 0.763 0.67 0.041 0.51 0.48 60 

輪島 0.756 0.72 0.032 0.41 0.39 48 

松本 0.745 0.60 0.055 0.52 0.50 72 

舘野 0.872 0.70 0.048 0.46 0.50 72 

米 子 0.760 0.74 0.033 0.46 0.50 48 

潮 岬 0.843 0.72 0.048 0.54 0.42 57 

福岡 0.697 0.54 0.040 0.45 0.54 71 

鹿児島 0.746 0.69 0.036 0.48 0.45 36 

清水 0.769 0.67 0.042 0.57 0.45 36 

石垣島 0.752 0.66 0.040 0.45 0.52 48 

那覇 0.674 0.60 0.042 0.47 0.44 82 

全国 0.783 0.71 0.053 I 0.47 0.42 809 

(注)式:(QnIQr)M =B(nIN)JM
P 

t
i
 

A
T
 



Table 2.20 日間日照率(nI N)JDと直達日射率(QDI QO)Dとの関係(紙井・近森(1986b))

観測地点 B P S nlN QD1Q。 No 

札幌 0.527 1. 71 0.060 0.46 0.18 2527 
根 室 0.547 1.49 0.059 0.49 0.23 1455 
秋田 0.524 1.74 0.051 0.41 0.16 1461 
宮古 0.543 1.73 0.062 0.51 0.21 1819 
輪島 0.526 1.75 0.050 0.41 0.16 1458 
松 本 0.565 1.55 0.061 0.52 0.24 2188 
舘 野 0.578 1.50 0.050 0.46 0.22 2180 
米子 0.517 1.71 0.056 0.46 0.18 1458 
潮岬 0.562 1.67 0.059 0.54 0.25 1819 
福岡 0.540 1.55 0.060 0.45 0.19 2175 
鹿児島 ! 0.519 1.70 0.054 0.48 0.19 1078 
清水 0.540 1.85 0.057 0.57 0.24 1091 
石垣島 0.532 1.60 0.052 0.45 0.19 1452 
那 覇 0.483 1.59 0.053 0.47 0.18 2497 

全国 1 j)s37 1.62 0.057 0.47 0.20 24658 

(注)式:(QD1QO)D =B(nIN)JD
P 

Table 2.21 日間日照率(nlN)JDと直達日射比(QDIQr)Dとの関係(紙井・近森(1986b))

観測地点 B S nlN QD1Qr N。
札 幌 0.736 0.101 0.46 0.34 2523 
根室 0.799 0.090 0.49 0.39 1455 
秋田 0.750 0.085 0.40 0.30 1454 
宮 古 0.770 0.097 0.51 0.39 1815 
輪島 0.735 0.083 0.41 0.30 1456 
松 本 0.798 0.096 0.52 0.41 2188 
舘野 0.850 0.082 0.46 0.40 2180 
米子 0.729 0.089 0.46 0.33 1457 
潮岬 0.806 0.088 0.54 0.43 1803 
福岡 0.793 : 0.097 0.45 0.36 2167 
鹿児島 0.734 0.081 0.48 0.35 1075 
清水 0.753 1， 0.087 0.57 0.42 1088 
石垣島 0.774 0.085 0.45 0.35 1452 
那覇 i 0.729 0.086 0.47 0.34 2496 

全国 I 0.772 0.093 0.47 0.37 24609 

(注)式:(QD IQr)D = B(nl N)JD 
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Fig. 2. 14 日間直達比(QD/QTbと日間日照率(n/N)JDとの回帰関係(石垣島 1981-1984， 

No = 1，452) 

(QD / QT)D = 0.772 (n/ N)JD 

(s = 0.093， No= 24， 609) 

(QD / QO)D = 0.45 -0.43 CD1.6 

(2. 76) 

(r2 
= 0.68， s = O. 10， N 0= 24，659) (2. 77) 

ここに，QD' Qr 月量及び日量水平面直達，全天日射量， (n / N) JM ' (n / N) JD 月

平均及び日平均「ジヨルダン式J日照率.CM ， CD 月平均及び日平均雲量.

QD / Qo' QD / QrをQr/Q。によって表すとすると， 1878 -1884年の全国 16地区に

対して次式のようになった (Table2. 22--2. 24， Fig. 2. 15--2. 17参照，紙井・近

森(1986a，1986b)) . 
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(月量) (QD / QO)M = 1.14 (QT / QO)M 2.07 

(s二 0.028，No=809) (2. 78) 

(QD / QT)M = -0.07 + 1.25 (QT / QO)M 

(r2 =0.63， s=O. 064， No= 809) (2. 79) 

(QD / QT)M = 1.237 (QD / QO)M 0.61 

(s = O. 027， No= 809) (2.80) 

(日量)(QD / QO)D = 1.53 (QT / Qo)2.79 

(s = 0.046， No= 24，612) (2.81) 

(QD/QT)D=171(QT/Q。)D2

(s=O. 091， No= 24，610) (2.82) 

Table 2.22 月間日射率(QTI QO)JMと直達日射率(QDI QO)Mとの関係(紙井・近森(1986a))

観測地点 B P S QT1Q，。QD1Q。 N。
札幌 0.616 1.45 0.039 0.43 0.18 84 

根室 0.930 1.82 0.027 0.46 0.23 48 

秋 田 1.987 2.67 0.024 0.38 0.16 47 

宮古 1.164 2.06 0.021 0.44 0.21 60 

輪島 1.220 2.18 0.016 0.38 0.16 48 

松 本 0.817 1.65 0.033 0.47 0.24 72 

舘野 1.411 2.23 0.026 0.43 0.22 72 

米子 1.343 2.30 0.016 0.41 0.18 48 

潮岬 1.305 2.12 0.023 0.46 0.25 57 

福岡 0.965 1.85 0.017 0.41 0.18 71 

鹿児島 1.187 2.14 0.015 0.42 0.19 36 

清水 1.001 1.82 0.020 0.46 0.24 36 

石垣島 1.267 2.24 0.024 0.42 0.19 48 

那覇 1.090 2.08 0.019 0.41 0.18 82 

全国 1.140 2.07 0.028 0.43 0.20 809 

(泊式:(QD1QO)M=B(QT1QO)M
P 
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Table 2.23 日間日射率(QrIQO)Dと直達日射率(QD1QO)Dとの関係、(紙井・近森(1986b))

観測地点 B P S QrlQ。 QD1Q。 N。
札幌 1.30 2.63 0.059 0.43 0.18 2523 

根室 1.53 2.83 0.054 0.46 0.23 1456 

秋田 1.96 3.15 0.033 0.38 0.16 1454 

宮古 1.69 2.91 0.040 0.44 0.21 1815 

輪島 1.61 2.92 0.034 0.38 0.16 1456 

松本 1.35 2.64 0.057 0.47 0.24 2188 

舘 野 1.70 2.87 0.038 0.43 0.22 2179 

米 子 1.56 2.89 0.035 0.41 0.18 1457 

潮岬 1.70 2.90 0.037 0.46 0.25 1803 

福岡 1.53 2.75 0.043 0.41 0.19 2170 

鹿児島 1.56 2.90 0.034 0.42 0.19 1075 

清水 1.48 2.71 0.037 0.46 0.24 1088 

石垣島 1.69 2.98 0.047 0.42 0.19 1452 

那 覇 1.55 2.81 0.043 0.41 0.18 2496 

全国 1.53 2.79 0.046 0.43 0.20 24612 

(注)式:(QD I QO)D = B (Qr I QO)D
P 

Table 2.24 日間日射率(QrIQO)Dと直達日射比(QDIQr)Dとの関係(紙井・近森(1986b))

観測地点 B P S QrlQ。QD1Qr N。
札幌 1.49 1.88 0.117 0.43 0.34 2523 

根室 1.79 2.14 0.105 0.46 0.39 1456 

秋田 2.01 2.20 0.075 0.38 0.30 1454 

宮古 1.80 2.03 0.085 0.44 0.39 1815 

輪島 1.65 1.96 0.074 0.38 0.30 1456 

松本 1.52 1.87 0.107 0.47 0.41 2188 

舘野 1.80 1.98 0.081 0.43 0.40 2179 

米 子 1.62 1.96 0.078 0.41 0.33 1457 

潮岬 1.79 2.00 0.077 0.46 0.43 1803 

福岡 1.60 1.83 0.091 0.41 0.36 2168 

鹿児島 1.62 1.97 0.072 0.42 0.35 1075 

清 水 1.62 1.86 0.073 0.46 0.42 1088 

石垣島 1.59 2.11 0.093 0.42 0.35 1452 

那覇 1.81 1.96 0.092 0.41 0.34 2496 

全国 1.68 1.97 0.091 0.43 0.37 24610 

(注)式:(QD/QT)D=B(QT/Qo)J
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実

2.4.2 日照率と雲量との関係

日照率と雲量とは， 日射率推定の主要要素である.どちらかのデータしかない場合

にはそれを用いるしかないが，ここで，両者の関係を調べておくことも意味があるで

あろう.日間日照率は理論的には 1(完全晴天日)と o(完全曇天日)との間にあるとさ

れているが，館野の 1979-1984年の日照率のデータを調べてみると日照率二 1としづ

日は存在せず，完全晴天日と推定される日の日照率でもたかだか n/N=O. 94くらいで

ある.一方雲量は実測データでも完全晴天日には 0，完全曇天日には 1となる.また

両者の間には直線関係は認められない.従って一見成立しそうに恩われる次式は，

際には成立しない.

(2.83) (n / N) D = 1 -C D 

(Fig. 2. 18， 2. 19参照，紙井・近森(198実際の両者の関係は次のようなものである

6)) . 
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(月量)(n/N)JM=0.79-0.66CM2

(館野を除く全国，r~ O. 75， s=O. 067， No=l， 260) (2.84) 

(日量) (n/N)JD=0.88-0.74CJ 

(館野・米子を除く全国，r2=0. 67， s=O. 186， No=35， 633) (2.85) 

ここに nは「ジヨルダン式」日照時間.館野(1日 1回観測)，米子(1日3回観

測)はほかの14地区の 1日4回観測と 1日観測回数が異なるので外した.

2.4.3 愛媛県内の日射量分布

松山の 1979-1985年の「熱電堆式j 日射量日射率と 「太陽電池式J日照率との回

帰関係を Fig.2.20に，同じく 1975-1985年の「ジョルダ、ン式」日照率との関係を Fi

g. 2. 21， (2. 86)， (2. 87) に示す. (2.86)式の回帰関係を用いて r太陽電池式J日

照率から愛媛県内の日射量分布を推定した結果を Fig.2.22に示す(太陽定数1.98 cal 

/cm2/min= 1. 38kW/m2 ，紙井・近森(1991)). 

(Qr IQO)D =0.111+0.598(nl N)SD 

(日量，松山，r2ご0.938，s = 0.0471， No= 2，250) (2.86) 

(Qr I QO)D = 0.168+ 0.575 (nl N)JD 

(日量，松山， r2= 0.924， s = 0.0513， N。ニ4，018) (2. 87) 

日照時間観測地点は，大三島，今治，丹原，新居浜，三島，松山，長浜，久万，大

洲，三崎，宇和，宇和島，近永，御荘の14地点、である.なお，各観測地点の日間日照

時間相互の単回帰の決定係数と地点問距離との関係を Fig.2.23に示す.決定係数は

地点間距離と共に直線的に低下しているのが分かる.
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第3章全天日射量の直達・散乱日射量への分離

3.1 直達・散乱日射量分離の意義

3. 1. 1 斜面白射量の計算方法と直散分離の意味

斜面日射量は，斜面の勾配，方位によって異なる.斜面勾配・方位は多種多様であり，流

域内の各斜面について，一つ一つ実測することは実際拍句でない.水平面の日射量などから計

算によって求めるのが得策である.

斜面日射量も，直達，散乱の2成分に分けることができる((1.8)式参照).このうち直

達日射量は法線面直達日射量DNcosE>により計算される((1.9)王¥J.斜面直達日射量DS

は次式によって表される.

DSこ DNcos E> = DN {cos i sin h + sin i cosh cos (α一β)} (3.1) 

ここに，DS 斜面直達日射量(例えば町/ぜIhr)，DN :法線面直達日射量(例えば町1m2

Ihr)， i 斜面勾配(rad)， h 太陽高度(rad)，α :太陽方位角(rad)，南を 0，西田りを正

とする， β:斜面方位角傍}面上に立てた外向き法線ベクトノレの向きとして表し，南向きを

0，西回りを正とする， rad). (3. 1)式を積算すると，日量，月量などの斜面直達日射量が得

られる.

斜面散乱日射量の計算方法としては，全天一様散乱を仮定する方法と，天空の散乱日射量

分布を考慮する方法とがある.後者の方が理聯句こは優れているが，撤回な天空散乱日射量

分布が必要であり，前者の方が実用的と考えられる.全天一様散乱を仮定すると，斜面散乱

日射量は(1.10)式で表される.ここに， (1. 10)式のお:斜面散乱日射量(町/ぜIhr)， 

IP1SH :水平面散乱日射量(町Im2/hr). 

(3. 1)， (1. 10)式を利用すすもば，時間量直達・散乱日射量から斜面日射量が計算できる.

斜面日射量には，斜面前方の水平面からの反射日射量も含まれる.アルベドは季節的に夏

刷、さく冬は大きい.地検状態によっても異なる.威す日射量は(斜面への反射強度)x (反
射地物の斜面上への正射影面勝として計算される.仮に周囲の地物が樹木で，そのアル〈

ドがO.16程度とすると，鉛直壁に対して，その壁面上正射影面積は50%であるから，反射

を全て鮒見したときの誤差は8%とし、うことになる.60
0

斜面の場合4%程度で， 日射量デ

ータが平均的に2.5%程度の誤差を含むといわれることから(気劇宇聞き取り)，これはほ

-54 -



ぼ鮒見しでも差し支えないレベルと考え，ここでは反射日射量は耕見することとした.

全国の気象官署において全天日射量が観測されている官署は67，しかし直達日射量が通

常観測されているのは， 14官署に過ぎない.もしも斜面日射量を検討したい地域がこれら14

官署の近傍であれば問題はないが，そうでないときは，全天日射量が計測されている 67官

署の全天日射量データから直達日射動或分と散乱日射量成分とを分離することが必要となる.

3.2 従来の直達・散乱日射量分離式

直達と散乱日射の分離(以下「直激ラ鴻佐」と略称する)評価する研究は，まず完全晴天日の

散乱日射量が，全天日射量，直達日:射量あるいは太陽定数，太陽高度などとどのような関係

があるかについて行われた.以下にその代表的なものを挙げる.

1 SH = X -Y 1 DH (Parmelee (195心の均 (3.2) 

ここに，IsH 時間水平面散乱日射量 (B町/ft2/hr)，1 DH 時間水平面散乱日射量(BTIJ/f 

t2/hr) ， X， Y 太陽高度(勝によって変化する係数.

1SH = (0.271010 -0.2939 1 DN) sin h 

(Liu and JOI吻n(1960)の均 (3.3) 

ここに， 10 太陽定数 (BTU/ft2/hr)，1 DN :法線面直達日射量 (B叩/ft2/hr)，h :太陽高

度(度). 

1 SH = (1/3) (Io -1 DN ) sin h 

(刷nngの式(宇田)11・7附 (1978))) (3.4) 

1 SH = 1 DN (sin h + C) (ASHlI珂Eの式(宇田川・オ吋ナ(1978))) (3.5) 
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ここに， C は月別に与えられた定数.

しかし，これらはいずれも完全晴天日に対して導カ寸した式であり，曇天日に対して適用す

るのは困難である.

直散づ3慨を考えるとき，注意すべきこと比大気の透酔(単位距離の大気を透過する日

射量の寄J合)~こよって直達日射量と散乱日射量の比は変わるで、あろう，ということである.

空中に混濁物質が多ければ多いほど，透晶して直遣する日射量は減少し，散乱日射量は増え

るであろう.

今大気圏外おける単位面積が単位時間に受ける日射量をf。とすると，服面に到達する法

線面直達日射量 JDNは次式で表される (Bouguerの式(斎藤・松尾・落藤(1964))). 

I
DN 

= IoPA∞sech (3.6) 

ここに，九 :大気の透晶率(0-1)， h 太陽高度.

Bouguerの式は単一の波長の轄射に対してはよく合うと言われているが，種々な波長から

なる日射に対しては成立しないといわれている(斎藤・松尾・落藤(1964)). PAは長波長の

ときに大，短波長のときに小となり，太陽高度，または airmass (r大気路程j， r大気の光

勃句厚さJ， r大気の光勃句質量1ともいう∞蹴 h)に応じて変化する.

しかし次の Berlageの式(斎藤・松尾・落藤(1964))はしばしば散乱日射量の推定に利用

される.

J SH = J 0 12 sIn h (1一九回S帥 )1(1-1.41oge九) (3. 7) 

(3. 7)式調青天時で， 日射波長の短い時は実測とよく合うといわれている.

直達日射量を気象庁が計測開始したのは 1932年8月，銀盤日射計によってで， 1938年ま

でに79地点に及んだ.樺太・朝鮮・台湾・南洋諸島などの外地を除いても50カ所以上であ

った.その後減少し， 1952年には 16カ所， 1953年には12カ所， (札幌，根室，秋田，

輪島，松本，東京，米子，潮岬，清水，福岡，鹿児島)， 1964年 10月に東京が打ち

切られ， 1972年那覇，石垣島が加わり， 1977年館野が観測開始した(関根(1979)). 

しかし，直散分離の研究が進展したのは比較的最近のことである.これは近年
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の太陽エネルギーへの関心の高まりとともに，気象庁の直達日射量観測点数が銀盤

日射計当時に比べて大幅に減少したため，直達・散乱日射量を分離推定する必要性

が高まったことが原因と考えられる.

米国の ASHVEGuide Book (1951)pp. 276にはp.必onの水平面全天日射量を藍達・

散乱日射量成分に振り分ける研究が載っており，これを準用してわが国では内田(1

953)が提案値を求め，広く利用されていた(斎藤・松尾・落藤(1964)).その後平山・

斎藤・前川は気象庁の公表する大気透過率九を直達日射がある場合の透過率の平

均値であると仮定し，それを基にして求めた水平面直達日射量に，時刻毎の日照、率

を掛けて積算し，月量水平面直達日射量を求め，全天日射量から直達日射量を差し

引いた値を水平面散乱日射量とするという方法によって東京における方位別月別平

均日射量を試算した(斎藤・松尾・落藤(1964)). 

Bugler(1977)はMelbourneの 1966-1970年の時間量全天日射量データから，時間

量散乱日射量を推定する次式を導いた.

SH = O.94TH (0< Kr壬0.35の場合)

KST = SH /TH = {1.29-1.19(TH /TCL)}/ {l.OO-O.334(TH /TCL)} 

(0.4くTH/TCL壬1.0の場合)

SH=O.15TH ( TH / TCL > 1. 0の場合)

(3.8) 

(3.9) 

ここに，SH 時間量水平面散乱日射量(MJ/m2/hr)，TH 時間量水平面全天日射

量(MJ/m2/hr)，TCL :晴天時間量水平面全天日射量(モデルによって計算). 

斎藤・松尾・落藤(1964)は1963年の東京においてのエプリ一式日射計での東西

南北鉛直壁面上の日射量と水平面日射量の計測結果から，日が当たっていない鉛直

壁面日射量の 2倍を散乱日射量とみなし，これを水平面全天日射量から差し引し、た

値を水平面直達日射量とみなすこととすれば，結果的に晴天時の太陽周辺からの指

向性のg齢、散乱光を直達日射量と同じ第 2太陽として取り扱うことになり，散乱日

射量に関する Berlagθ式とよく合うことを指摘している.この太陽周辺の指向性の

5郎、散乱光を直達日射量と同一にとり扱い，残りの散乱光を全天一様に分布する散

乱日射量として取り扱う考え方は，理論的にはきわめて妥当であると思われる(斎

藤・落藤(1964)).その後松尾(1973)が同じように日影の鉛直壁の 2倍を水平面日
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射量として，雲量，太陽高度をパラメーターとした直散分離手法を提案した.また

天空の放射輝度分布に関して永田(1967)が太陽を中心として 5度の範囲ではきわめ

て輝度が高く，太陽そのものとみなして取り扱うとょいとの考え方を示すなど，天

空放射分布に研究者の目を向けさせた.

さて，Bouguer式と Berlage式が成り立つとしたら，直達日射量+散乱日射量=

全天日射量であるから，もしも単位時間の全天日射量 (1m= 1 DN sin h + 1 SH ) がわ

かっておれば，透過率九をいろいろに仮定し直して， 1m = 1 DN sin h + 1 SH を満足

する九を求め，これを用いて (3.6)， (3. 7) 式から 1DN' ISH を求めることがで

きる.この方針に従って空気調和・衛生工学会では初め Bouguer式と Berlage式，

後に Bouguer式と永田の式を用いて「動的空調負荷計算プログラム・ HASP/ACLDJ

入力用の標準気象データを作成した.

Berlag.θ式は本来晴天時において成立する式であるが，曇天時においても実用的

には適用できるとされている.にもかかわらず，この方面の研究はその後あまり進

展しなかったようである.その理由は恐らく Bouguer式，Berlage式共に実用的に

は問題を抱えていること，すなわち Bouguer式(斎藤・松尾・落藤(1964))の九は

一定ではなく，太陽高度に応じて変化するし，Berlage式は空気分子によるレーリ

一散乱理論に基づいているが，空気中にはより大きな塵なども存在するため，実際

の2/3-2/5の過小の値を与えるといわれている(小木曽・斎藤・松尾(1960)，永田(1

975)，鈴木・荒谷(1979))，そして実際の天気は完全晴天ばかりではないことなど

によると思われる.松尾の Berlage式の修正式(空調設備基準委員会(1976))という

ものもある.

曇天時も含めた時刻別日射量を求める方法は，多くは時刻別日照率または雲量に

より，完全晴天日と完全曇天日の日射量を日照率または雲量によって補間して求め

るというものが多い(木村・宇田川(1970)，角野(1964)，赤坂(1984)，二宮・赤坂(1

984)). 

宇田川・木村(1978)は時間全天日射量から時間直達日射量を推定する実用的な方

法を提案した.彼らは 1968年 1-12月の館野高層気象台のゴルチンスキー日射計，

遮蔽リングによる散乱日射量の時間量データと，各時間の中央に当たる毎30分毎

の太陽高度hを用い，下記に示す全天日射量と直達日射量の無次元指標KT'KD の

関係を KTの小さい範囲では原点を通る 3次式 KTの大きい範囲では 1次式と

みなすこととした.ただし，これらの形状は sinh(h 太陽高度)によって変化す

ることから sinhを係数に持つ次式を提案した.
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KT孟KTCのとき，

K D = -0.43 + 1.43 KT 
KTく Krcのとき，

KD = 2.277 -1.258 sin h + 0.2396 sin2 h) KT

3 

(3. 10) 

ここに KT 全天日射量の無次元指標=TH /(10 sinh) ， TH 時間量水平面全天

日射量(kcal/m2/hr) ，ん:直達日射量の無次元指標=DNlIo' DN 時間量法線面

直達日射量(kcal/m2/hr)，h:毎30分の太陽高度 10 大気外法線面日射量 (kca

1/m2/hr)， KTC 3次曲線近似と直線近似の境界，KTC =0.5163+ 0.333sinh+ 0.00803 

sin2 h . 

三木・徳久(1983)は， 1981年 9月-1982年 9月の大分大学での熱電堆A型日射計

及び遮蔽ノミンドによる全天日射量・散乱日射量から直達日射量を算出し KT'KD 

の関係を次のように求めた.

K D = (1.2639 + 0.9257 sin hnー0.9424sin2 hn) K/.
5 

(3. 11) 

ここに hn 太陽南中高度(rad). 

渡辺・浦野・林(1983)は， 1980年 1-12月の福岡市箱崎における，毎正時からの3

0分間の熱電堆式全天日射計及びそれに遮蔽ノミンドを取り付けた散乱日射計データ

を解析し，次の (3.12) (r渡辺 1Jと呼ぶ)，(3. 17)， (3. 18)式(r渡辺IIJ と呼ぶ)

を提案した.

K DS = K D + ( 0.9013 + 1.123 sin h) K D 1.489 (1-K D ) 2.525 
(3. 12) 

ここに，K DS = DH / (10 sin h -SH) = K D / (1-K S )， DH :水平面直達日射量(kcal/m2

/hr) ， 10 sinh 大気外水平面日射量(kcal/m2/hr)，SH :水平面散乱日射量(kcal/m

2/hr) . 

(3. 12)式は，両辺にKD が含まれているので，そのままで、はK
D を求めることがで

きない.そこで渡辺らはSH，DHを九を用いて (3.13) '"'-' (3. 16)式のように表した.
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SH =10 sinhQ/ (1 + Q) 

Q = (0.9013 + 1.123 sin h) P
A 
0.48900sω(1 -P

A 
cos ec h ) 2.525 

DH =10 sinhP
A 
oosω 

TH=DH +SH=んω {PA倒的 +Q/ (1 + Q) } 
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好都合なことに (3.16)式は九に関して単調増加関数であり，従って THとsinh

とを定めれば (3.16)式から唯一の九が求められる.その九を用いて (3.13)， (3. 

14)， (3. 15)式からSH，DHを定めることができる.

渡辺Hは次式で表される.

KTC = 0.4268 + 0.1934 sin h 

Kr孟Krc のとき，

KDS =KT一(1.107+ 0.03569sinh + 1.681 sin2 h) (1-KT)3 

KrくKrcのとき，

KDS =(3.996-3.862sinh+ 1.540sin2 h)K/ 

(3. 17) 

(3. 18) 

ただし KD=KDs(I-KT)/(l-KDs) 

KS =(KT -KDs)/(I-KDs) 

(3. 19) 

(3.20) 

Permelee， Liu & Jordan， j持'hring， ASHRAEの方法が，晴天条件下でしか適用可

能で、なかったのに比べ，宇田川・木村((3. 10)式)，渡辺・浦野・林の方法((3. 1 

2) '"'"' (3. 17)式)は，曇天時も含めた全天候型である点にも特色がある.曇天時も

含めた直達・散乱日射量の関係を求める場合，例えば雲量 Oのときと雲量 10のと

きの関係式を別々に求めておいて，雲量 1'"'"'9のときは補間する(松尾(1973)，木村・

宇田川(1974)).そのような方法も考慮すべきであるが，雲量データが必要となる.

宇田川・木村の方法及び渡辺・浦野・林の方法では，曇天も含めた日射量データ

から直達・散乱関係を定めているため，時間量水平面全天日射量だけで直達・散乱

を分離できる利便性がある.精度的にもこれまで提案された時間全天日射量からの
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直散分離の方法の中では最良のものである.そこでこの 2つの方法が採用している

ん ，KD'Ksなどの無次元指標を用いて，精度の高い直散分離法が生み出せるかど

うかの検討を行うために案出したのが，次で述べるこ段階推定法である.

3.3 ニ閥靖推定法の試み

3.3.1 本研究に使用したデータと記号

(1)データ

本研究では，館野高層気象台1982-1984年ト12月測定の時間水平面日射量，直達日射量

および散乱日射量を使用した.調暗号は全天日射量と散乱日射量は熱電堆式直達日射量は直

達電気式である.大気外水平面日射量Q。大気による減衰を鮒見したときの水平面上での日

射量:， MJ/m2/hr)は(3.21)式から5分毎の sinhを計算し， 1時間分12個の sinhの合計値を

12で割ってsinhの1時間平均値を求め，それに当日の大知ト日射量10 (後述)を掛けて

算出した.

ただし，砂:館野高層気象台の緯度 (~t縛36
0

03' )， δ(太陽赤緯)は理科年表(1979-19

84)からとった.t は時角(deg)，時間の進行方向に角度表示したもの.南中時を0，午後

を正，午前を負にとる. (=(時刻-南中時刻)・15
0

・π/180
0

)

sin h = sin o sinδ+ cosOcosδcost (3.21) 

データは， sinh主0.1の時間量水平面全天・直達・散乱日射量データを，その時間の大気

外水平面日射量で割って無次元化したものを，時系列頓に1時間毎に奇数系と偶数系に取り

分け，前者を推定式の係調司定用，後者をその係数を用いたときの推定精度検証用とした.

( 2)記号

地上で観測される日射量は、特胞に周期変動している. この変動の影響を取り除くた

め，実測日射量をQ。で、割って無次元化した指標に直して扱った.水平面全天・直達・散乱

日射量の無次元化指標を各々KT'KD' Ks とし，さらに下記に示す無次元化指標を加えて

検討した.指標の多くは渡辺・浦野・林(1983)の言己法による.

(主な記号等)

TH 水平面全天日射量(町/m2/h)

唱

'
ipo 



DN:法線面直達日射量 (MJ/m2/h)

DH 水平面直達日射量 (MJ/m2/h)(DH = DN sinh) 

SH :水平面散劃放射量(町/m2/h)

10 日本気象協会発行の「気象観測のための常用表illJ (1971) r大気外日射量I。の表J

の10(cal/ cm2/min)を単位換算して得た，時間毎の大気外話線面日射量 (MJ/m2/h).太陽定

数(太陽と会出家との平均距離における大知ト日射量の値)は， 1981年1月l日から1.96cal/c 

m2/min)に改訂することが附(世界放射基準)で定められているが，わが国の気象庁では，

まだ改訂されていないので，従前どおりの1.98切 1/αn2/minとしている(第2章3参照). 

Qo :大気外水平面日射量 (MJ/m2/h)(Qo = 10 sinh) 

h :太陽高度 (rad)

九 :大気の透晶率(無次元) (九 =(DN I 1
0
) sinh) 

通常の透晶率は直達日射量の計測された瞬司だけのものであるが，ここでは直達日射量の

計測されなかった瞬間も含めた1時間の平瑚句大気の透晶率を表している.

Kr TH IQo (無次元)

ん DH I Qo (無次却

Ks SH IQo (無次元)

KDr DHITH (無次元)

Ksr SH ITH (無次元)

Kns : DH I(Qo -SH) (無次元)

KD/10Ks : DHI(10SH) (無次元)

3.3.2 宇田川・木村式の検討

筆者等は同じ館野で，時期(1982-1984)，太陽高度(sinhと0.1)，データの種類(全天・直

達・散乱の3種揚が宇田川・オミキす(1978)とは上記のように異なる条件の下で計算した.筆

者らの用いた館開司定用データ(1982-1984年)全てについてのKDとんの散布図を Fig.3. 

1に示す.得られた式はsinhミ0.1に対して(3.22) '" (3. 23)式のとおりである (Fig.3.2 

参照). 

KTC = 0.610 -0.369 sinh + 0.726sin2 h (3.22) 

Kr ミ~KTC のとき，
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ι 

.1 

。。.1 .2 .3 .5 .6 .7 .8 .9 1.0 

Kト

Fig. 3. 1 KD e KT (館野の同定用データ)

Ct3f3 • 

1.0 _ 
れ=(1・l.6ω8)+1印98X dY/;fJM 

.9 -1 Y2 = ( 1.591 + 0.7127 sin h -1.2548 sin2 h)X3 

.8 
}う， L=ι

.7 

.6 
KD 

.5 

.4 

.3 

.2 

..1 

。。.1 .2 .3 .4 .5 .6 .7 .8 J 1.0 

KT 

Fig. 3. 2 (3. 22) ， (3. 23)式(館野 sinh孟 0.1)
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KD = (1.59 + 0.713 sin h -1.26 sin2 h) K/ 

KrくKTCのとき，

KD = (1-1.610) + 1.610 KT 

3.3.3 渡辺・浦野・林の方法の検討

(3.23) 

筆者等の舘野1982-1984年のデータでは，渡辺 1(1983)と同じ方法によって次の係数を

得た.

K DS = K D + (0.519 + 0.391sin h)K D 1.10 (1-K D )1.66 (3.24) 

調擦の計算に当たってぬ sinh と九とを仮定して(3.14)式から Qを計算し，そのQと

仮定したん，sinhから(3.16)式により，THを計算し， TH，九，sinhに関するテープ〉レを作

っておく.そして，実測で得たTHの値とその時刻の sinhの値から，テーブルを使って逆に

んを求め，その九と (3.13)， (3. 15)式とからSH，DHを求めることとした. この場合， (3. 

16)式の THがんについての単調増加関数であることが，この方法を可能にしている(渡辺・

浦野・林(1983)). 

筆者等の同定用データの KD とKDS との散布図を Fig.3.3に示す。

次に筆者らが滅llllと同じ方法によって査官聖子で得た結果ではKTCは2次式となった.

KTC = 0.629 -0.283 sin h + 0.345 sin2 h 

KrミKTCのとき，

KDS =KT一(4.22-9.50 sin h + 9.77 sin2 h) (1-KT)3 

Kr<KTCのとき，

KDS =(2.37+0.423sinh-0.271sin
2 h)K/ 

(3.25) 

(3.26) 

このKrとKDS
の館野の係劉司定用データの散布図は，Fig.3.4に示すとおりである.
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Fig. 3.3 KDSとKD (館野の同定用データ)
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3.3.4 推定精度

これまで述べた従来の方法について，筆者等の精度検証用データを用いて精度を検討した

結果を T油1e3.1に示す.推定精度は次式によって評価した.

ιの制面 SKS=JL:(Ks-ζY川

K
Dの制面 :S KD = ~L (K D -K Dl J I No 

(3.27) 

(3.28) 

ここに、 Ks. KD:実測値から計算したん KD' ζ1. KDl : Ks. KD の第一次推

定値.No データ数.

上記(3.27). (3. 28)式のζζ :の代わりにKs. KDの第二次推定値KS2，ζ;を用

いたとき，各々 SKS2' SKD2 とする.

Tah1e 3.1 従来の方法の推定精度 (x 10-4) 

提案者 同定用データ 境 界式 S回 SKD SKS2 SKD2 

宇田川・オミ村 sin h > 0.3 Krc =0.4624-0.1383sinh 568 660 516 589 

+ 0.06031 sin2 h 

" 
sin h注0.1 Krc = 0.6102 -0.3686 sin h 必8 529 428 495 

+ 0.7264 sin2 h 

" " KTC =0.65 426 514 415 494 

渡辺・浦野・ " なし 409 501 403 470 

林 I

渡辺・浦野・ " KTC = 0.629 -0.283sin h 443 512 417 486 

林E + 0.345 sin2 h 

(治様踊データは sinhミ0.1のもの.テータ数見= 6，018. 

協互・浦野・林Iは九と sinhの刻みを 0.01としてイ惜した九.sinh， THのテープ〉レから作減した.

3.3.5 二関稽推定法

(1 )基本的考え方

ここに取り上げた各種方法ではKT' KD' Kns の関係、を考察したが，KT' KD' KDS 

以外の無次元化指標についても検討を試みることは有意義であろう.推定誤差のもっと小さ

いものが見つかる可能性もある.そこで次の2隣齢量定法を考えた.
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①一般に伍意の2種類の無次元化指標の一方を独立・他方を従属変数に選び， 2つの無次

元化指標の聞の関係を定式化する.このためには，後で Fig.3.5に例示するように，独

立変数指標を例えiお.05刻みで区間分けし，各区間毎の独立変数指標の区間中央値と，その

区間における従属変数指標の平均値を計算する.後者を前者で、もって式に表す方法には，直

交多項式を援用する(例えば奥野(1980)). 

②①で定式化した式を用いて，KD (またはん)の第一次推定値石(またはζ)を求

める.

② sinhを，例えば0.1~ sin h < 0.15， 0.15壬sinh< 0.2・・・・0.95~ sinh < 1のように分級

する.②の第一次推定値KDl (またはζ~) の 2乗をXj ， ζ~ (またはKSj )をX2 とし，

実際のん(またはん)= y (従属変動との重回帰式をsinhの級(区間)毎に作り，回帰定・

係数をsinhの級代表値の例えば3次の多項式yy= ・・・として表すことにより，より精度

を高めた第二次推定値ζ2，KS2 を得ることとする.

(計算割i時

①任意の2つの無次元指標をX= Kl' Y = K2 とする.

似宗数同定用データを，例えばX;=o.05i(i =1，2，3，・・・)が中央値となるように級(悶劫分け

する.

③ t級のX
1
に対応する Yの平均値えを計算する.

④直交多項式の方法により ξ をえの，例えば3次の多項式で表す.

YY = Ao + A1X + A2X
2 + A3X

3 (3.29) 

⑤ sinhの値によって級分けする.sinhの中央値は，上の③の例では sinh = 0.075 + 

0.05iとなる.

⑥ (3.29)式を用いて，sinhの級毎に，KD (またはKs)の推定値ζj (または疋~)を

求める.

⑦Xj=ζ;2，X2=ζj' Y =んとしてsinhの級毎に重回帰式を作る.

KD=Bo+B1km2+B2ζ; (3.30) 

⑧級 i毎の BOi， Bli' B2iを級代表値 sm九と対応させ，直交多項式の方法によってBO'
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BI' B2を，例えばsinhの3次の多項式で表す.

H， = brlr¥ + b，，， sin h + b"" sin2 h + h，'1 sin3 
h 。1I..J'..L .. U.  '"  I v02 

Bl = blO + bll sin h + b12 sin
2 h + b13 sin

3 
h 

B2 = b20 + b21 sin h + b22 sin
2 h + b23 sin

3 h 

これらの係数と (3.30)式から，第二次推定値 ζ;が求まる.

(2)第一次推定値の求め方

(3.31) 

前節では，第一次推定値石(またはζ )の求め方には触れていない.X， Yに

何を選ぶかによってこれらの求め方が変わってくるからである.例えば X=Kr ' 

Y=KD にとれば，Kr からそのまま推定値が求められる. しかしそれ以外の，例え

ばX=KD ， Y=KDS等の場合，次のようにするとよい.

① KDの値を適当に仮定する (=KDH). (例:KDH =0.01，0.02，0.03，..・，Kr). 

② KDHを(3.29)式に代入してKDS の仮定推定値KDS'を求める.

③ Knの仮定推定値KD'を KD'=KDS'( 1-Kr)1 (1-K〆)として求める(注 KD'

の算定式は指標によって異なる). 

④ KDH とKD'の相対誤差 E= IK DH -K D' 11 K DH を計算する.

⑤ KDH の値を僅小量、例えば0.01増加させる.

⑥ Kr -KDHと0で、あればKSJ[=Kr -KDH として②に戻る.

⑦ Kr-KDH<O ならば，繰り返し計算を終了し，繰り返し計算の途中で、最小のEを

与えたKDH をζ;とする.

Ksの推定値ζ は石=Krーむとして求める.

⑧石三0.01のときは， ζ1=0ζ=Kr とする.

この方法を一般化していうと，まずKD の仮定値KDH を適当に仮定し，KDH (と

Kr) から推定したX の推定値XH (上の例ではKDH そのもの)を用いて (3.29)式か

らyy(同じく KDS )を推定する.

この yy(とん) から再度推定した KDの推定値 KD'とKDHとの相対誤差
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E=IK即 -KD'I/KDlf を最小にするKDHを，求める推定値KDJとする. これを仮に「ア

ルゴリズムAJ と呼ぶ.

ところで X= K DS ， Y = K DTのような場合、アルゴリズムAでは KDHから

KSH = KT -KDlf' KDSH = KDlf /(1-KSH)としてKDSH を(3.29)式のXに代入して仮定的

KDT' (=yy)を求め KD'=KDT'KTとする. これと違い，先にKD11f= KDH / KTとして

KD11fを求め，これと上のKDT'との相対誤差をとり，その最小となるときのKDlfをKDJ

とすることも考えられる(E = IK D11f -K DT ' 1/ K D11f ) . これを仮に「アルゴ、リズム

BJ と呼ぶ.

(3 )二段階推定法 X=KDS，Y=KSの例

X=KDS' Y=Ksの例を示す.同定用データの散布図を Fig. 3.5に，また，Xに

ついて区間分けして，Yの区間平均値とXの区間中央値と対比して Fig.3.6に示す.

(3.29)式の係数Ao，AJ' A2' A3は， Fig. 3.6に示しである.

実際の KDと、アルゴリズムAによって得た第一次推定値KDJとの関係を Fig.3.7， 

これに (3.30)式を適用してsinhの級別中央値と，これに対する係数Bo，BJ' B2とその

度交多項式の ( (3. 31)式)の係数及び3次曲線形を Fig.3.8に示す.

1 

.5 

ι 

。。 ."5 1 

KDS(=KD/( 1・ん))

Fig. 3.5 KsとKDS の散布図
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実際の検証用KDと(3.30)， (3. 31)式とから得たKD2 の関係を Fig.3.9に示す.

係数等は省略するが，同様にして実際の同定用んと第一次推定値石との関係を F

ig. 3. 10に，実際の検証用んと第二次推定値疋;の関係を Fig.3. 11に示す.

(4)推定誤差

(2)の方法による，検証データを用いた推定誤差を Table3.2，3.3に示す.ただ

し Table3.2の()書きは，本来KDを求めるための推定式の KTからの残差とし

て求めた SKSの方が KSを求めるための推定式から計算したSKSよりも精度が高かっ

たときの，高い方の値であり，また，SKDを計算した Table3.3の()は、反対に

んを求める式の残差として求めたSKDの方が，KDを求めるための推定式から計算した

SKDよりも精度が高かったことを示す.Table 3.2，3.3の*印は，アルゴリズムBに

よる方がアルゴ、リズムAによるよりも推定精度が高かったことを示す. 無印はアル

ゴリズムAが良かったことを示す.

3.3.6 考察

3.3.5 (3)で述べた二段階推定法の第一次推定値の求め方は，Xを区分分けしての

直交多項式に限らない.宇田川・木村の方法，あるいは渡辺・浦野・林 I，IIでもよ

い.それらの方法で求めた第一次推定値を， sinhの級毎に (3.30)式の重回帰計算を

し，直交多項式によって (3.27)， (3. 28)式(ただし，式中の ζ7，EJはKS2
'
ζ;を以

て読み替える)のように求めた第二次推定値の推定誤差を， Table 3.1の右端にSKD2， 

SKS2として示した.

Table 3.1を見ると SKD2'SKS2はもとの推定誤差 SKD'SKSより1.5-10. 8%誤差が減

少している. もとのSKD'SKSの大きかったもの程，小さかったものに比べ改善の幅

が大きい.また， SKD2' SKS2は各方法の精度改善余地の程度を示していると考えられる.

その意味で，渡辺 IはKSの推定に関し，極めて高い精度を与えたことがわかる.

Table 3.2には SKSを示す.X=KT' Y =KDTのときの 0.0400が誤差最小であるが、

(X=Kp Y=KD)， (X=KDT， Y=KT)， (X=Kp Y=Ks)， (X=Kp Y=KST)も略同等

の精度である. SKD' SKSともに精度が高かったのは，(X=KT' Y=KDT)， (X=KDT， 

Y =KT)， (X=Kp Y = KST)で、あった.

Table 3.3には，筆者らの二段階推定法による SKDを示す.X=KT' Y=KD/lOKs 

のときの0.0470がもっとも精度が高そうであるが，(X=KT， Y=KDT)， (X=KDS' 
Y = K D)' ( X = K DT' Y = K S )， ( X = K DT' Y = K T )， ( X = K T' Y = K ST )も略同等の

つ白
円

i
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Fig. 3.10 実際の Ksと第一段階推定値ζ
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Fig. 3.11 実際の ιと第二段階推定値丈;
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レベルである X=Kr'Y =KD/10Ksのときの 0.0470は， Table 3.1の渡辺 Iの SKD2

と同じレベルで、あった.

Table 3.2 S邸 (x 10-4) 

¥Yx ¥ Kr 
KD KS KDr KDS Ksr KD /10Ks 

Kr 434 469* 402 426キ 430本 439* 

KD 402 475 408 412 427 438 

Ks 403 417 431* 407 553 505 

KDr 400* 434 428 414ホ 631 674 

KDS 416 422 469* 405ホ 421 位。
Ksr 403 409 422 539* 406* 688 

Kn IIOKS 408 431 522 (599) 440* 699 

(出( )はKD2を算出し，Krからの残差 (Ks2=Kr-KD2) として求めた SKSの方が，直接KS2を算出

して求めたSKSよりも小さかったときのその値.

*はアノレゴリズムBによる方がアルゴリズムAによるよりも推定精度が高かったときのその低

Table 3. 3 S KD (x 10-4) 

¥Y¥ x 、¥
Kr KD Ks KDr KDS Ksr KD /10Ks 

Kr 489 (556) * 477本 486 490* 

KD 485 562 479 473 512 

KS 485 485 475* 478 (642) 

KDr 473 507 (517) 487ホ (71η 

KDS 501 494 (559) * 479本 501 

Ksr 478 491 (512) 769キ 481* 

Kn 110Ks 470 (521) (60η 647 528* 785 

(、治( )はKS2を算出し，Krからの残差 (KD2= Kr -KS2)として求めた SKDの方が，

直張KD2を算出して求めたSKDよりも小さかったときのその(底

*はアルゴリズム8による方がアノレゴリズムAによるよりも十肱皆青度が高かったときの

その低
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T油1e3.3は，二段附佐定法だけでなく，宇田川・朴ナの方法や勝互・浦野・林の方法の

場合にも，どの無次元指標をX，Yに選ぶとよいかを示唆しているとも考えられる. そし

て，渡辺・浦野・林1((3.24)均は，X=KDS，Y=んに入れ換えた方が良いかも知れず，

また，X=KT' Y =KDT等も試みる価値があるのかも知れない.しかし，この点は確かめて

はいないので何とも言えない.

3.3.7 まとめ

時間積算量の全天日射量データから，時間積算量の直達・散苦ほ娩す量を分離する試みの中

でも有力と思われる無次元化指標を用いた十綻式の精度の改善方法をここでは論じた.筆者

等がここで提案した二段附綻法出従来の宇田川・オ柄、渡辺・浦野・林の方法と比べる

と， Tめ1e3. 1， 3.2， 3.3に見るとおり，無次元指標の推定誤差は1.5-28. 8 %程度小さく

なった.

この精度比較に際し， 1982-1984年の sinh>0.1のデータを1時間毎に奇数グループと偶

数グループに分けて，各々から欠測データを除去し，一方を同定用、他方を検証用とした.

このため，両デ、ータの性格が極めて等質的となった.僅か3年分のデータでは，同定年・検

証年というように年単位に分けることには無理があり，しかも館野1984年データは， 1982， 

1983年データと比べ， 日射量分布の性質が相当に異なることが筆者等のこれまでの研究を通

じて分かっていたため，上記のように分割したのであるが，問題を残したと言えるかもしれ

ない.

係数の数が， (3.31)式が3次式の場合， (3. 29)， (3. 31)式の Ao"'~， b，ω "'b23 の計 16個

あるので，ここで求めた係数を館野以外の地で適用しようとするとき，適用範囲が限定され

るなど，問題がないとはいえない.しかし，所要計算労力は，パソコンのキーボード操作時

間とディスクからのデータ読み込み時間のトータルで守，非線形式係数の残差平方和最小イヒ

を要する渡辺 1 (PC9801vm2パソコン計算時間 1"'2週間程度)より少なく， 2"'3回の

前首鯨計算を要する宇田川・木村の方法，渡辺II (8"'16時間程度)と同等かそれ以下で

あった.

戸

h
u
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3.4 新しい直違・散乱日射量分離式の提案

3.4.1 はじめに

前章で述べた二段階推定法は，全天日射量と直達日射量または散乱日射量のどちら

かのデータが何年分か与えられた場合の推定法としては，これまでのいずれの方法よ

りも精度が高い.また，種々の無次元係数どうしの関係から，最終的にどの程度の精

度の推定式が可能であるかを判定する方法として役に立つ.そして前章の結論として

Kv の推定法としてはんと Kv/lOKsの関係から，またんの推定法としてはKrとKvr

の関係からよい推定法ができそうなことがわかった.ただ，使用している係数の数が

16個と多い.このため同定すべきデータが与えられていない場合，任意の地区の全天

日射量に館野で得られた係数群をあてはめて，果して高い精度で直達日射量または散

乱日射量が推定できるかどうか，他の地区での検証が行われていないというのが弱点

である.このように多くの係数を用いる推定法は，地域によってかなり係数値に違い

が出て来るのが普通である.このことに鑑み，更に少ない係数を有する推定式を模索

し，また渡辺らと違い散乱日射量推定に重点をおいて次に示す式を調べた.

3.4.2 提案式

KsとKrとの関係をプロットしたのが Fig.3. 12である.KsはKrの大きい領域で

は広範囲に散らばるため，このままでは良い関係式はできそうにもない.そこで，前

章の渡辺らの式 (3.24)， (3. 25)式を参考に，無次元化指標 Kr'Kv， Ksの和・積・商・

べき乗などの散布図を描き，また相関をとって試行した後，次の4つの散乱日射量推

定式を作成した.

各式の係数同定用のデータは，館野高層気象台の 1979-1984年 12月までの時間全

天日射量と散乱日射量，及び1981年一1984年の館野の時間直達日射量(1980年以前の

観測値がなかったため， 1981年以降のデータを用いた)である.ただし， sin h < 0.1で

はデータのばらつきが大きく，良い推定式が得られそうになかったため， sinhミ0.1の

データのみを用いることとした.また欠測や相互に矛盾したデータを除去するため，

O<KT' Ks. Kv <1の条件を付け加えた.

右辺を独立変数，左辺を従属変数にとったときの単回帰の標準誤差 Sと，そのとき

のデータ数N。とともに推定式を次iこ示す.
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1.0 

実測 Ks 0.5 

0.5 1.0 

実測 Kr

Fig. 3.12 KsとKrとの関係

(実測値， 1979 -1984，館野， No = 20， 245) 

Ks =AKrB(l-Kr)C 

A = 0.878 + 13.8sin h -19.32sin2 h + 10.03sin3 h 

B = 1.33 + 0.476sin h 

C = 1.60+ 4.11sin h -7.36sin2 h + 3.76sin3 h 

Ks =AKrB(l-KD)c 

A=0.973+0.0933sinh-0.120sin2 h 

B = 1.03 + 0.0774sin h -0.109sin2 h 

C = 2.60 -1.65sinh + 0.819sin2 h 

Ks/(l-KD)B =AKr 

A = 0.827 + 0.292sin h -0.214sin2 h 

B = 2.12 -0.593 sin h + 0.112 sin2 h 
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(3.32) 

( s = 0.0458ラ No=20，245) 

(3. 33) 

( s = 0.0149ラ No=20ラ245)

(3.34) 

( s = 0.0424， N 0= 20ヲ245)
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Ksの実測値と計算値((3.32)式)との関係

(実測値， 1979 -1984，館野， No = 20， 245) 

Fig. 3.13 
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実測 ι0.5

1.0 0.5 日

υ

nυ 

計算 Ks

Ksの実測値と計算値((3.33)式)との関係

( 1979 -1984，館野， No = 20，245 ) 
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Ks・l(l-Kr+ι)Bの実測値と計算値((3.34)式)

( 1979 -1984，館野， No = 20，245 ) 

Fig. 3.15 
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KDrの実測値と計算値((3.35)式)

( 1981-1984，館野， No = 8，724 ) 
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KDT=KD+(0.786-0.280sinh)KD06570-KD)0716(S =00321，No=8，724) 

(3.35) 

各推定式の散布図を， 1979年から(直達日射量については 1981年から) 1984年ま

での館野のデータについて Fig.3. 13"'" 3. 16に示す.

係数同定のデータの使い方として，渡辺らは単回帰分析の結果から KT'Ksだけを

用い，KD
はんーんとして算出する方法が精度がよいとしている.ここでもその考

え方に従ったが，ただ (3.35)式については KT'KD' Ks の3種類とも用いた方が

検証時の精度((3. 27)式)が優っていたことから KT'KD' Ksの全てを用いて係数

を決定した.このため同定時のデータ数が他と異なっている.

渡辺 1，11を館野の同定データに対して適用して得た最適式を次に示す.

(渡辺1)

KDS = KD + (0.718 + O.660sinh) KD1.272(1-KD)2.104 (3.36) 

( s = 0.0145ラ No=20，245) 

痴211による KDSの実測による値と計算値との関係を Fig.3.17に示す.

1.0 

0.5 

計算KDS

Fig. 3. 17 KDSの実測値と計算値((3.36)式)

( 1979 -1984，館野， No = 20， 245 ) 
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(渡辺n)

KTC = 0.479 + 0.206sinhとして，

Kr ~ Krcのとき，

KDS = KT -(1.34 + 0.252sin h + 1.83sin2 h) (1-KT)3 (3.37) 

Kr < Krcのとき，

KDS = (3.41-3.34 sin h + 1.84 sin2 h) K/ (3. 38) 

(s = 0.0399， N 0= 20，245) 

勝互Eによるんsの実測による値と計算値との関係を Fig.3.18に示す.
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Fig. 3. 18 KDSの実測値と計算値((3. 37) ， (3. 38)式)

( 1979-1984，館野， No = 20， 245 ) 
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3.4.3 誤差評価

各推定式によるKsの推定誤差 ((3.27)式による)は， Table 3.4に示すとおりであ

る.なお，式によっては，右辺に未知数であるKsあるいはKDが含まれているため，

Ksを求める計算には若干工夫の必要なものがあり，その計算方法と共に示しである.

係数の最適化は (3.32) ""' (3. 38)式のいずれも角屋・永井のSP法(Standardized Po 

well Method，角屋・永井(1980)により概略の最適化を行った後，マニュアルで有効数

字3桁に調整した.

Table 3.4 各推定式のん推定誤差(標準誤差)

式 S 計算アルゴ リ ズム

(3. 12) 0.0469 0.1 ~ sinh孟1の sinhの値 0.001ごとに，やはり 0.001刻みの

Pに対するKTの値を(3.14)，(3.16)式で計算しておき，与

(3.36) 0.0460 えられたsinh，KTに対応するんの値を求め， sinh， (3.15)， 

K s = SH / Qo' K D = KT -Ks式からKD' Ksを求める.

(3. 17) 0.0459 (3. 17)， (3. 18)または(3.37)， (3. 38)式から，与えられた

(3. 18) KTに対応する KDSを求め，Ks=(KT-KDS)/(1-KDS)から

(3.37) 0.0455 Ksを求める.
(3.38) 

(3.32) 0.0458 (7. 1)式の右辺にKTを代入して，直接Ksを推定する.

KD=KT/2を仮定し，KS1 =KT -KDとする.このKDを(3.

33)式に代入して推定値KS2を得る.IKS1 -KS21 < 0.001なら
(3.33) 0.0463 ば KS2 を求める推定値とし，そうでなければ

KD=KT -KS2 と仮定し直して KS1とKS2を再計算し，

IKS1 -KS21 < 0.001となるまで計算を繰り返す.

KS=KTを仮定し，KD= KT -KSとする.この KS，KDを

用いてQ= KS / (1-KD) ，また与えられたKTを用いて(3.34)

式の右辺 P=AKTを求め，Ip-QI<O.OOIならば，このとき
(3.34) 0.0464 のKSを求める推定値とし，そうでなければKS=P(I-KD 

)B， KD = KT -KSと仮定し直して， P， Qを再計算し，

Ip -QI < 0.001となるまで計算を繰り返す.

KD=KTを仮定し，P = KD/ KT' Q = KD+A KDB(I-KDl 

を計算し，Ip-QIく0.001ならばKS=KT-KDを求める推定
(3.35) 0.0451 値とし，そうでないならばKD=QKTとしてP，Qを再計

算し，Ip -QI < 0.00 1となるまで計算を繰り返す.ただし，

A=0.786-0.28sinh， B=0.657， C=0.716. 
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(注)精度検証用データは 1985-1988年の舘野の No=16，096.

(ただし， 0.1孟sinh~ 1， 0 < KT，Ks < 1.0) 

Table 3.4によると，各式ともに誤差評価値は s= 0.046程度で大差はない.計算

方法によって誤差も多少異なるので，ここで使用した以外の計算方法も 2，3試した

後，結果の良好なものについて示している.ここでは (3.35)式によるんの推定精度

が最も高い.前報(紙井・近森・丸山(1989)において，Kトから KD'Ksを推定する

場合 KDTを用いるとよさそうであると予想したが，この点についてはそのとおりと

なっている.ただし， (3.35)式の場合， Table 3.4の計算アルゴリズムによりんを

求めたとき， 1個だけ僅かながら負値となるものがあったが，誤差はそのまま計算し

ている.なお， (3.32)式， (3.35)式のん推定値の算術平均をとり，誤差評価したと

ころ， s = O. 0447， No= 16，096 ( 1985 -1988，館野)と僅かに誤差が改善された.

3.4.4 まとめ

時間全天日射量から散乱日射量を推定する方法の検討を行った.推定式の係数決定

は，全天日射量，直達日射量，散乱日射量のデータが揃っている館野高層気象台の観

測値を用いた.係数の最適化は (3.32) '" (3. 38)式の右辺を独立変数，左辺を従属変

数として，単回帰分析の標準誤差を最小にすることを目標として，永井・角屋のSP

法により行い，最後に手動で有効数字 3桁に調整した.結果は Table3.4に示すよ

うに，渡辺らの提案した(3.24)， (3. 25)， (3. 26)式及び渡辺らの式をもとに筆者らが求

めた(3.36)， (3. 37)， (3. 38)式の精度がん推定にも有用であることを確認したが，本

報告で提案した (3.32) ""' (3. 35)式も，遜色ない精度を示した. 1985-1988年の館野

の時間全天日射量，散乱日射量で検証したところ、比較した各式の中では (3.35)式

の推定精度が良好であった.

(3. 24)， (3.25)及び(3.26)， (3. 32) ""' (3. 38)の各式は，いずれも全天日射量から直達・

散乱日射量を推定する方法としては，係数の数が少なく，精度が高い.中でも館野に

関しては (3.35)式が最良であることは， KD' Ks推定誤差だけではなく，法線面直達

日射量 DR，水平面散乱日射量SHについてもあてはまる.館野の 1985-1988年のデー

タによって，各式による推定精度を，推定値と実測値の単回帰分析における標準誤差

( (3. 27)， (3. 28)式)によって Table3.5に示す.

直達日射量を計測している14官署すべてについて，渡辺・浦野・林の方法 1，IIと比

較しても， (3. 35)式の精度が優れている (Table3.5に示すとおりである).また，
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実測値から求めたんと (3.35)式により推定したんとの関係を Fig. 3. 19に示す.

Table 3.5 有力推定式の館野(1985-1988)におけるん， Ks推定誤差

推定式 (3.24) (3.25) (3.36) (3. 37) (3.35) 

KD 誤差 0.5562 0.05505 0.05398 0.05407 0.05395 

DR 誤差 27.316 26. 744 26. 726 26.545 26.516 

Ks 誤差 0.4788 0.04635 0.04475 0.04551 0.04510 

SH 誤差 13. 757 13.695 13.376 13.496 13. 143 

注)データ数 16，096. r誤差」は単回帰分析による標準誤差. DR誤差と SH誤差の単位は MJ/m2/hr，太陽

定数は 1.96cal/cm2/min= 1.37 kW/m2. (3.24)， (3.36)は渡辺 1，(3. 25)， (3. 37)は渡辺11，(3. 35)は筆者

らの方法.
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0.5 
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Fig. 3.19 Ksの実測値と計算値((3.35)式)との関係

( 1985-1988，館野， No = 16， 096 ) 
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第4章斜面白射量の推定

4. 1 直達・散乱日射量を用いた斜面白射量の推定

4. 1. 1 全天日射量の直達日射量・散乱日射量分離の必要性

流域水収支を明かにする上で，蒸発散に影響を与える流域の様々な斜面の日射量を

適切に求めることは重要な意味を持つ.しかし，流域には様々な勾配・方位の斜面が

あるため，その全てについて斜面日射量を実測することは困難であり，水平面日射量

から斜面白射量を求めるのが現実的である.

斜面日射量推定の方法としては日照率・雲量などから気候学的に推定する方法(古

藤田(1986)，赤坂(1985))，月平均時間水平面直達日射量・同散乱日射量の変化を，

月平均水平面直達日射量・散乱日射量と，時角の余弦の 2次関数との積で表す方法(清

野・内嶋(1985))，月平均時間散乱日射量のモデ、ルを用いる方法 (Liu and Jorlぬ 1(1

960))などがある. 日照率や雲量などを用いた気候学的方法は，全天日射量のデータ

がない場合の便法であり，全天日射量を用いる場合に比較して精度が低い.また月平

均モデルを用いる方法は，月平均値としては精度が高いと思われ，農業気象上十分な

価値があるが， 日量・時間量日射量の推定が必要な場合には適していない.そこで，

全国67カ所の気象官署で計測されている時間全天日射量データを直達日射量と散乱日

射量とに分けて(直散分離)，これら各々を斜面上の値に変換し，再合成して斜面日射

量とする実際的方法を開発した.

全天日射量を直達と散乱とに分離する理由は，それぞれの水平面上での値を斜面上

の値に変換するときの方法が異なるためである.無論直達・散乱日射量をともに計測

している気象官署が多ければ，このような方法はとらなくともすむ.しかし，直達日

射量と散乱日射量の両方を計測している気象官署は館野のみであり，直達日射量(と

全天日射量)を計測している気象官署は全国でも 14官署 (Table2.5参照)にすぎな

い.一方全天日射量は全国67官署で計測されており，直達日射量，散乱日射量計測官

署よりはるかに多い.このため全天日射量を直散分離して使用することが有力なので

ある.

4.1.2直達日射量・散乱日射量の斜面白射量への変換

水平面及び斜面全天日射量は，太陽光球から直接地上に到達する直達日射量と，大
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気中で屈折，散乱して複雑な経路で地上に到達する散乱日射量とに分けられる((1.6)，

(1. 7)式参照). 

TH = DH +SH 

TS=DS+SS 

(4.1) 

(4.2) 

ここに，TH 水平面全天日射量(町/m2/hr)，以下日射量は全て同じ単位)， DH : 

水平面直達日射量，SH 水平面散乱日射量， TS:斜面全天日射量，DS 斜面直達日

射量， SS 斜面散乱日射量.

DH， DSは次式で表される(武田(1963)，小沢(1962)). 

DH = DNsinh 
DS = DNcosE> 

cos E> = {sin h cos i + sin i cos h COS (1α一β)}

、，，，

¥
1
ノ
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，
，
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ここに，DN 法線面直達日射量， 0 太陽光線と斜面法線とのなす角度 (rad)， 

h:太陽高度 (rad) ，α:太陽方位角 (rad)，β:斜面方位角 (rad)，α，βとも

に南向きを 0，西回りを正にとる i 斜面勾配 (rad). 

斜面散乱日射量SSは，天空輝度分布の非等方性を考慮した Klutcher(1979)や Ha

y (1979)のモデルがあるが，取扱いに便利で，精度も悪くない等方性モデ、ル (Liuand 

Jon伽 (1960))を即、ることとした((1.10)式参照). 

SS = SH ( 1 + cos i) /2 (4.6) 

(4.6)式は次のように考えることができょう. Fig. 4. 1において，一様散乱を仮

定し，天球半径を1，単位面積の天球部分から地上に達する散乱放射強度を qSNとす

ると，高度 hの単位幅，面積dsの天球面から水平面上の観測点 0に到達する放射

量は qSNds sinh である. sinhは単位天球部分の水平面正射影面積に等しし、から，

全天について積算した水平面散乱日射量はqSNX天球面の水平面正射影面積(=短径

COS 1，長径 1の半楕円の面積十半径 lの半円の面積 =π ・12・(1+ cos i) / 2 )となる.斜面

が存在しないときの水平面散乱日射量は qSH= qSN・π(π=半径 1の円の面積)で

あるから， (4.6)式の左辺を斜面が存在するときの水平面散乱日射量としたときにつ

いて(4.6)式が成り立つ. ところで斜面散乱日射量は， Fig. 4. 1全体を角度 i
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し

Fig. 4.1 斜面が存在し，かつ全天一様散乱を仮定したときの水平面散乱日射量の説明図

だけ反時計回りに回転してみると，斜面が存在するときの水平面のそれに等しいこと

がわかる.よって (4.6)式が成り立つ.

太陽高度は次式で表される(武田 (1963)，小沢(1962)). 

sinhこ sino sin d + cos o cosδcost 

ここに，ゅ:観測地点、の緯度， δ:太陽赤緯 t 時角 (rad) . 

太陽方位は次式で表される(武田 (1963)，小沢(1962)). 

sm α= cos δsin t / cos h 

cosα= (-sinδcoso + COSd cos t s白砂)/cos h 

4. 2 直達・散乱日射量の分離評価

4. 2. 1 無次元化指標の計算

(4.7) 

(4.8) 

(4.9) 

太陽高度の季節変化による影響を考慮した，次のような無次元化指標を用いた(宇

田川・木村(1978)，渡辺・浦野・林(1983)). 
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Kr =TH/Q。

KD =DH/Qo =DN/1。

Ks =SH/Q。

ここに， KT' KD' Ks TH ， DH， SHの無次元化指標.

大気外水平面日射量 Q。は，次式によって表される.

Qo = 10 sin h 

(4. 10) 

(4. 11) 

(4. 12) 

(4. 13) 

ここに 10 地球大気外で太陽に正対した単位面積が単位時間に受ける日射量で，

地上気象常用表(1971) r大気外日射量 I。の表」によることとし，理科年表(1979-198 

4)の1.37kW/ぜ(=1.96 cal/cm2/min)に合わせて修正して用いた. sinh: (4.7)式の 5

分毎の sinhの時間平均値.

4.2.2 太陽高度が高い(sinh迂0.1)場合の直達・散乱日射量分離式

太陽高度が高い(sinh;;:: 0.1)場合について，次の直達日射量・散乱日射量分離式を用

いた(紙井ら(1996)). 

KD / Kr = KD +(Ao +A1sinh)KD

B
(1-KD)c (4. 14) 

ここに AO，AI'B，C 係数.

係数Ao，Al' B， Cは， Table 2.5に掲げた各直達日射量観測官署の， 1985 -1988年

の時間全天日射量と時間直達日射量データに (4.10) .......， (4. 13)式を適用し KT' K D 

を

求めた後，次の手順によって決定した.

[係数Ao，4， B， Cの決定]

① 係 数Ao，AJ ，B， Cを仮定する(筆者らは初期値として紙井ら(1996)で得た館野の

Ao， Al' B， Cの値を用いた) . 
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② SQERR=O とおく (SQERR: KDの実測値と推定値の誤差平方和). 

③ KT' KDのデータを読み込む.

④ KT' KD' sinhが 0<Kr < 1， 0孟KDく 1，0.1::; sin h < 1の条件を満足すれば⑤に進み，

満足しなければ③へ戻る.

⑤ KD = Kr /2とおく (KD:んの推定値). 

⑥ P =KD/ Kr とおく.

⑦ Q = KD +(Ao +Aj sinh)KD
B
(I-KDfとおく.

⑧ DIF=lp-QIとおく.

⑨ DIF < 0.001ならば⑫に進み，そうでないならば⑬に進む.

⑬ KD=QKrとおく (推定値KDの修正). 

⑪ KD21ならばKD=1とおき，⑫に進む.そうでないならば⑥へ戻る.

⑫ SQERR ~こ (KD-KD )2 を加算する.

⑬③~⑫をデータが尽きるまで繰り返す.

⑭これで 1 組の Ao ，~， B ， C の評価関数 SQERR が求められたことになる.さらに異

Table 4.1 全天日射量と直達日射量を計測している 14気象官署の係数

(1985・1988年のデータより計算)

観測点 4 Aj B C S No 

札 幌 0.841 -0.0708 O. 727 1.085 0.0701 15，814 

根室 0.840 -0. 1236 O. 790 1.024 0.0610 15，828 

秋 田 O. 728 -0.0351 O. 725 0.915 0.0521 16，008 

宮 古 O. 770 -0.0983 O. 705 0.918 0.0616 15，949 

輪島 O. 787 -0.1004 0.696 0.940 0.0464 15，088 

松 本 0.949 -0. 1398 O. 772 1. 132 0.0531 16，045 

舘野 0.911 -0.2554 O. 734 0.909 0.0451 16，091 

米子 0.649 0.0128 0.651 0.826 0.0550 16，034 

潮岬 0.885 -0.2632 0.710 O. 793 0.0524 16， 110 

福岡 O. 777 -0. 1404 0.658 0.859 0.0507 16， 191 

鹿児島 O. 731 -0.1184 0.661 0.850 0.0613 16，210 

清水 0.647 -0.0499 0.666 0.840 0.0504 16， 119 

石垣島 0.826 -0. 1342 O. 703 0.831 0.0612 16，210 

那覇 0.819 -0.0551 O. 716 1.066 0.0551 16，223 

全国 O. 761 -0.0931 0.690 0.902 0.0601 224，920 

(注) r全国jは，札幌から那覇までの 14地区のデータ全てを用いた.

Ao ，~， B ，C :係数.s:標準誤差.No:データ数.
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なる Ao，Al' B， Cを仮定し，その SQERRを計算するために①に戻る.

SQERRを評価関数とする係数の最適化計算は，例えば角屋・永井(1980)のSP法

によって行二う.

Table 4. 1に14気象官署の 1985-1988年の全天日射量と直達日射量から本項の方

法によって得た係数Ao ，~， B，Cを示す.

4.2.3 太陽高度が低い(sinh < 0.1)場合の車散分離式

館野の 1979-1984年の sinh < 0.1の場合のんと KTの散布図を Fig.4.2に示す.

Fig.4.2は原データが 0.01町1m2 単位で整数化されているため，太陽高度が小さい

ときにはこのような直線的プロットの多い，一見奇妙なグラフとなる.またこのグラ

フだけでは判別できないが，実際には KT'Ksの小さい場合には，大部分のプロット

が直線Ks=KT上に乗っている.そしてんが大きくなると直達日射成分が大きくなり，

大多数がん <KTとなる.そこでんの推定値KSを，ある値Kえを境とする KTに関

する 2本の直線式によって (4.15)式のように表す.

Ks 
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Fig. 4.2 館野(1979-1984) sin h < 0.1 
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KT <K乙の場合

KS=KT (4. 15) 

KT e.K乙の場合

KS=K乙+KTb(KT -K乙)

K九，Kえの値は，館野1979-1984のKT'KDデータを用い，SQERR =玄(KS-Kstと

して， SP法により同定したところ，K九=0.507， KTc = O. 193となった.全国で散乱日射量を計

測している官署は館野だけなので，館野で作成した上式を全国に適用する.

4.2.4 直達=散乱日射量分離の手順

KTを直散分離するには， (4. 14)， (4. 15)式を用い，次の手順によって行う.

[直散分離の手)1頂]

①14地区の最寄りの Ao，Al，B， C または全国の Ao ，~， B ， Cを選択する.

② KTデータを読み込む.

③ o <KT < 1の場合， 0.1 ~ sin h < 1の場合には④に進み， 0豆sinh < 0.1の場合には⑪に

進む.sin hくOまたはん <0の場合は KD(KDの推定値)=-99，KS (Ksの推定値)=

-99(-99は欠測データ扱し、)などとして⑫に進む.KT =0の場合はKD=O，KS=Oとし

て⑫に進む.

④ KD = KT 12と置く.

⑤ P=KDI KTと置く.

⑥ Q = KD+(Ao +~ sinh)KDB(1-KDf と置く.

⑦ DIF=lp-QIと置く.

⑧ DIF <0.001ならば，KS=KT-KDとして⑫へ進み，そうでないならば⑨へ進む.

⑨ KD=QKTと置く.(推定値KDの修正)

⑩ KDミ1のときはKD=KT'KS=Oと置いて⑫へ進む.KD<Oのときは KD=O，KS=KT 

と置いて⑫へ進む.そのどちらでもないときは⑤へ戻る.

⑪ KT < 0.193の場合

KS=KT， KD=Oとする.

KT主0.193の場合

KS = 0.193 + 0.507(KT -0.193)， KD = KT -KSとする.

⑫推定値KD，KSをファイルに書き込む.
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⑬②~⑫をデータが尽きるまで繰り返す.

1985-1988年の全国14直達日射量観測官署(Table2.5)の全天日射量・直達日射量デ

ータから同定された係数 Ao= 0.7607，A1 = -0.09307， B = 0.6897， C = 0.9021を，検

証のために 1989-1992年の 14地区の全天日射量に適用して得たKDの推定値KDと実際

のKDとの関係を，Fig. 4. 3に示す.回帰の決定係数 R2= 0.914と良好で、あった.また館

野(1979-1984)の全天日射量データに適用して得たKSと実際のんの関係を Fig.4.4に

示す(r包 O.743). 

こうして得た推定値KD，KSを用いて，法線面直達日射量DN，水平面散乱日射量SHを

次式により求める.

DN = KDQo Isinh (4.16) 

SH=瓦5Q。 (4.17) 

この DN，SHを用いて， (4.4) '"'-' (4.6)式から DS，SSを求め， (4.2)式により合成して

斜面全天日射量TSを求める.

4.3斜面方位と勾配

(4.4)式よりDSを求めるためには，斜面方位角 Hと斜面勾配 iを求めておく必要がある.

流域各斜面を地図上で表現する方法としては，複雑な斜面を的確に表現しやすい三角形分

割による方法(三浦ら(1980))を採用することとした.なお，三角形を3次元座標によって表し

たとき「斜面三角形J，地図上で2次元的に捉えたとき「平面三角形」と呼んで区別することと

する

地図上に分割表示された斜面三角形の座標から斜面方位と勾配を計算するには，次のよ

うにする.

まず座標系を設定する.例えば東向きにx軸，北向きにY軸，鉛直上向きに Z 軸をとる.

斜面三角形の頂点の座標を(Xj，yj，Zj;j斗，2，3)とすると，斜面三角形の単位法線ベクトノレ

の座標，すなわち方向余弦(ι，mN，nN) は次式によって表される.
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Fig. 4.3 全国係数を 1989-1992年の 14地点の時間全天日射量と直達日射量に

適用して求めた KD(実測値の無次元化指標)とKD(推定値)との関係

1. 0 

sinh孟 0.1
。

Ks 
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O. 0 O. 5 
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Fig. 4.4 館野1979-1984年の実測値による Ksと. 1985 -1988年の全国係数(Table 4.1) 

を同じ期間の Krに適用して得た無次元化指標の推定値 KSとの関係
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IN = XN IIXI 

mN = YN IIXI (4. 18) 

nN = ZN IIXI 

XN = (Y1 -Y2) (Z3 -Z2)一(Y3-Y2) (Z1 -Z2) 

YN = (Z1 -Z2)(X3 -X2)一(Z3-Z2)(X1 -X2) (4. 19) 

Z N = (X1 -X 2 ) (y 3 -Y 2 )一(X3-X2)(Y1 -Y2) 

Ixl = ~XN2 + YN
2 
+ ZN

2 
(4.20) 

ただし，ZN <0のときは，-XN， -YN' -ZNをXN'YN，ZNとする(つまり各々の符号を逆に

する)， IXI:斜面三角形の面積の 2倍.

ん， mN， nNを用いて斜面勾配i及び、斜面方位角。は次のように表される.

i =cos l 
F1N (4.21) 

β=tan-1(IN1mN) (mN >0 のとき)

β= tan-1(IN ImN)+1C (mN <0のとき) (4.22) 

斜面三角形の重心の座標 (OX，OY， OZ) は次式で表される.

ox = (x1 +x2 +x3)/3 

OYご (Yl+ Y2 + Y3)/3 (4.23) 
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OZ = (Zl + Z2 + z3)/3 

4.4 遮蔽高度と斜面白射量

4.4.1 遮蔽高度を考慮した直達日射量

実際の斜面が受ける直達日射量を考える場合，周囲の地物による遮蔽を考慮する必要が

ある.遮蔽地物には斜面白身も含まれるとする.ここでは遮蔽地物の高度を遮蔽高度(θ)， 

方位を遮蔽方位(r)と呼ぶこととする.

三浦ら(1980)は，今，地図上，対象として考えている平面三角形u当該三角形Jと呼ぶ)の

重心 0からその時刻の太陽方位方向に半直線を引き，自らの辺も含め複数の平面三角形

の辺との交点と重心 0 との水平距離Dを求め，交点と重心との標高差H。から，

tan-1(Ho / D)によって仰角を計算し，半直線上，その最大のものを遮蔽高度。とした.さらに，

遮蔽高度θと太陽高度hとを比較し，h>θであれば日が出ており，h<θであれば日は没し

ているとして， 10分ごとの，日の出ているときの斜面日射量を計算し，これを積算して日量斜

面日射量とした.

この方法では，太陽方位方向の遮蔽高度計算を日の出，日没前後少なくとも 2'""'3回づ

っ毎日行う必要がある.遮蔽高度計算は計算手聞が大きいので，これを斜面白射量を求め

たい全ての三角形について行うとすれば，大きな計算労力となる.そこで次の方法を工夫し

た.

予め各平面三角形の重心から周囲に水平面上1度刻みに360方位に半直線を引き(以後

「遮蔽方位線Jという)，上述の方法によって360遮蔽方位線毎の遮蔽高度を求めておく.そ

して時刻毎の太陽方位とこれを挟む相隣る2つの遮蔽方位線の遮蔽高度から内挿によって

0を求めることとする.この360方位の遮蔽高度は，後述のように直達日射量だけではなく，

散乱日射量の計算にも用いることができ都合がよい.

4.4.2 方向 y ごとの遮蔽高度の計算方法

360遮蔽方位線毎の遮蔽高度の考え方は，次のとおりである.

当該三角形の重心を出発点として，x-y平面上 x軸(東)から反時計四りにl度刻

みで360本の半直線を引き，周聞の三角形(r比較三角形Jと呼ぶ)の辺(の水平面

投影)との交点を求め(交点の標高-当該三角形の重心標高)/ (交点、と重心との
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距離)の arctanによって仰角を計算する.遮蔽方位線と辺が交差する三角形(r交
差三角形j と呼ぶ)の交点の中で最大の仰角をその方向 yの遮蔽高度e(γ) とする.

360遮蔽方位線毎の遮蔽高度をコンビュータープログラムによって計算する手順は，

次に示すとおりである.

①地域の西南隅を原点とし，真東方向をx軸，真北方向をy軸，鉛直上向き方向を Z

軸とする.

②地形図において地域を三角形に分割し，三角形と頂点にそれぞれ番号をつける.

③三角形の頂点のわ y，z座標を読み込む.

④当該三角形の重心の座標 (OX，OY， OZ)を求める.

⑤(8. 18) "'-' (8. 20)式により lN，mN，nNを求める.

⑥当該三角形の重心を出発点とし，X-Y座標上でx軸と角度 y をなす半直線の方程

式を次式で表す.

y-OY = tany (x-OX) (4.24) 

(半直線の条件) rに応じて例えば O<rく 1r/2 ならば半直線の条件を y>OY，あ

るいは x>OXなどとする.r がその他の象限にあるときも，OX，OYとの位置関

係に応じて適宜同 様の条件をつける.

最初r=l度とし，⑥に戻る度にl度刻みで 360度まで順次増加させる.

⑦三角汗多番号)1頂に比較三角形の辺(の X-Y平面投影 2頂点、を結ぶ直線として式化

する)と半直線とが交わるか否かをチェックする.交点が三角形の 2頂点、の間に存

在し，かっ，⑥の半直線の条件を満足する場合は半直線と三角形の辺(の X-Y平

面投影)が交わるとして⑧に進み，そうでないときは三角形は半直線と交わらない

ので，KOTEN=O として次の比較三角形に進む(⑦の初めにもどる). 

⑧1) r -:t 1r / 2 ， r -:t 31r / 2のとき

3頂点から勾配 tanr の3直線を引き，x=OXとの交点の y座標の最大・中位・最

小のものを各々 max，mid， minとする.

2) r = 1r /2またはr= 31r /2のとき

3頂点から勾配 tanr の3直線を引き，y=OYとの 3交点の x座標の最大・中位・

最小のものを各々 max，mid， minとする.

3め)y またlは土xの最大.中位.最小に対応する三角形の 3頂点を α(υXma叩 a眠
x，Yma即xド，z九貨m脚1

b(いx阿凶a.y聞耐d'Z"阿IId)'C吋(Xm凹 ，Ym即 10肘nド，JZ九min)とする ( Fig.4.5参照). 
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Fig. 4.5 当該三角形の重心 Gから引いた半度線と交差三角形との交点の図

4) r "* 1r /2 ， r"* 31r / 2のとき

重心から比較三角形に向かって勾配tanrの直線を引く.この直線上 X= X
max

' X
mid

， 

X捌 dとの交点のY座標を各々 万回航， Y.Ymid' Y.Ymin ( Fig. 4. 5の黒丸印)とする.

Ym昭三万max'Ymid豆}グ阿d のときは，辺abが半直線と交わり (KOTEN=l とする，

Fig.4.5の白丸印)， 

Ymidと汐mid'Ymin壬万min のときは，辺 bcが半直線と交わる (KOTEN=2とする). 

KOTEN=lまたはKOTEN=2のどちらの場合でも，半直線は辺 acとも交わる.

5) r = 1r /2またはr= 31r /2のとき

Xmax ~OX ， XmぷOxのときはKOTEN= 1， Xmid ~ OX ，九m 壬OXのときは KOTEN

=2とする.

⑨比較三角形の辺acと，半直線との交点、の座標を(XX，yy)とし，⑮に進んで仰角を

求める.次にKOTEN=lのときは辺 abと半直線との交点を(XX，yy)とし，

KOTEN=2のときは辺 bcと半直線の交点を (XX，yy)として再び⑬に進み仰角

を求める.
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⑬交点、Crr，yy)と重心との聞の距離で，交点と重心の標高差を割り，その arctan

を仰角とする. 1つの交差三角形との2つの交点のうち，大きい方の仰角をこの交

差三角形の仰角とする.

⑪⑦に戻り，次の比較三角形について⑬までの計算を繰り返す.

⑫半直線の全仰角中最大のものを，その方向 yの遮蔽高度θ(r) (以後単にθと書く)

とする.

⑬⑥へ戻り，次の方向 yについて，⑦~⑫の計算を繰り返す.r=360度まで繰り

返して 1つの当該三角形の360方位の遮蔽高度が計算されたことになる.計算した

い全ての当該三角形について，以上の計算を繰り返す.

なお当然のことながら，半直線と当該三角形自身の辺との交点から計算される仰角

は，その斜面白身による遮蔽高度である.

4.4.3 遮蔽を考慮した散乱日射量

周辺地物の遮蔽によって天空面積が減少すると，散乱日射量も減少する.この場合，

水平面(斜面)散乱日射量は，天空各部の高度の正弦に比例するので，天空面積その

ものにではなく，天空の水平面(斜面)上への投影面積に比例する.天球半径を 1と

すると，天空の水平面(斜面)垂直投影は円となり(以後「天空円Jという)，その

面積はπ・12 となる.よって遮蔽を考慮、した斜面散乱日射量SS'は，次式によって表さ

れる

SS'=SH AN/1C (4.25) 

ここに，A
N

:天空の斜面上への垂直投影面積.

天空の斜面上への垂直投影面積は，前述の 360方位の遮蔽高度を利用して求めるこ

とができる.まず斜面主傾斜方向をy"軸，斜面上y"軸の時計廻り直角方向にx"軸，斜

面法線方向にz"軸をとり，座標原点(天球中心，以後「中心」と呼ぶ)から遮蔽方位・

高度の方向に延ばした半直線が天球面とぶつかる位置(遮蔽有、と呼ぶ)の座標x"，y"， 

z"を求める(方法については後述).隣り合う 2つの遮蔽点が，ともに斜面より上方

にあるときは(後述(4.26)式の zら 0)，それぞれの斜面上への垂直投影点(以後「投

影点」と呼ぶ)の座標を求め，これら投影点と中心とを結ぶと「三角形Jができる.

遮蔽点には斜面白らによるものも含まれるから，これが斜面より下方にあるというこ

とはありえない.必ずz"ミOである.z"=Oならば，天空は遮蔽されず，相隣り合う 2
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Fig. 4.6 斜面 ABA'と座標軸の回転

( N:法線ベクトル， η = i (斜面勾配))

本の遮蔽方位線の斜面上への垂直投影線(以後「投影線Jと呼ぶ)と中心とを結ぶと

「扇形Jができる.そしてこれら「三角形Jと「扇形」の面積を加え合わせると，遮

蔽を考慮した天空の斜面上垂直投影面積となる.なお，相隣り合う遮蔽点の一方が斜

面より上 (z">0)，他方が天空円周上 (z"=0) にある場合は， r三角形」として計算

した.

鉛直に近い急勾配の斜面の場合，天球円の半分近くが遮蔽される.この場合は投影

点が投影半直線上にあれば投影点と中心を結んでできる三角形は天空部分になり，そ

うでなければ遮蔽部分になるので，投影点の座標 f，y"の値から判断して，前者であ

れば天空投影面積に加え，後者であれば差し引く.

ただし， 4.4.5 斜面白射量の計算例で対象とした地域には，このような急勾配斜

面は存在しなかったため，計算例の中ではこのケースは取り扱っていない.

斜面上に投影した遮蔽点の3次元座標位置を求めるには次のようにする(Fig. 4. 

6参照). 

水平面上，東を x軸，北をy軸，天頂方向をz軸とし，遮蔽方位 y(deg，実は l度

刻み)を東向きを 0，北回りに正にとると，遮蔽点、の座標は (cosBcosy，cosBsiny， 
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sinB) ，その水平面投影座標は (cosθcosy，cosBsiny， 0)となる.この x-y-z座標系

を，水平面上でz軸を中心として反時計四りに角度 c(deg)だけ回転し y軸が斜面

主方向の水平面投影線に一致するようにしたとき，座標軸がが，y'， z'となったとす

る (z'軸はもとの z軸と同じ).次に x'-y'-z'座標系を，主傾斜鉛直面上で， x' 軸を

中心として角度 iだけ回転し z'軸が斜面法線方向と一致したとする.このときの 3

軸をxヘy"，z"とすると x"軸はもとの j軸に一致し y"軸は斜面主傾斜方向に一

致する.このとき360遮蔽点の座標(x"，y"， z")は，元の x-y-z座標系における遮

蔽点座標(x，y， z)から次式によって求めることができる.

x"= xcosc + ysinC 

y" = (y cos c -x sin c ) cos i + z sin i y 

z"= -(ycosc -xsinζ) sin i + z cos i 

ここに x，y，z， ，cは次式で表される.

x =cos θcosr 

y=cosθsmr 

z=sm θ 

i 2COS l nN 

c=tan吋ーんImN)

(但し mN >0のときには c=c+7f とする)

4.4.4 斜面白射量の合成

(4.26) 

(4.27) 

(4.28) 

(4.29) 

遮蔽を考慮した斜面日射量を求めるには，全天日射量を直散分離して (4.16)式か

ら法線面直達日射量DNを求め， (4.4)， (4.5)式によってh>θ場合の DSを1時間毎

に求める.また (4.17)， (4. 25)式によってSHと遮蔽を考慮、したお'を求め， (4.2) 

式のおの代わりにお'として(TS = DS + SS' ) ，時間量斜面日射量TSを求め，これを

1日(あるいは 1ヵ月間)積算して日量(月量)斜面日射量を得る.

4.4.5 斜面日射量の計算例

高知の1990-1994年の時間全天日射量を， 1985 -1988の全国 14官署による係数 Ao=
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0.7607， A]=・0.09307，B= 0.6897， c= 0.9021によって直散分離して，時間斜面日射量

を算出し，これを月間集計して，東南西北斜面の月平均の日量全天・直達・散乱日射

量(単位:0.01 MJ/m2/day)) を計算した結果を Table4.2に示す. Table 4.2は

単一斜面としての日射量であり，斜面白身による遮蔽を除いては，周辺地物による遮

蔽は考慮されていない. この表から，高知市においては夏季に散乱日射量が卓越す

ること，そして冬季において直達日射量が卓越することがわかる.高知市三里地区の

山地部を対象として，三角形分割と遮蔽を考慮した斜面日射量を1月及び 7月につい

て Fig.4.7，4.8に示す.Fig. 4. 7は冬季の斜面の特徴，すなわち南斜面の直達日射

量が多いのに比較して北斜面のそれが著しく少ないこと，隣接する高地の陰になって

日当りが悪くなりやすいことを如実に表わしている.Fig.4.8は夏季の直達日射量の

特徴，すなわちそれほど勾配のきっくない場合には，東西南北方向いずれの斜面にお

いても日射量はそれほど大きく違わないことを表している.
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Table 4.2 高知市の4方位別斜面勾配別の 1990・1994年の月平均日量全天・直達・散乱

日射量 (単位:O.OlMJ/day) 

方位・勾配 平地 東斜 面 南斜面 西斜面 北斜 面

月-

日射種別 0' 30' 60' 90' 30' 60' 90' 30' 60' 90' 30' 60' 90。

TS 932 837 576 241 1296 1369 1133 834 570 237 439 318 212 

1月 DS 508 442 258 29 9001051 921 439 252 26 43 。O 

SS 424 395 318 212 395 318 212 395 318 212 395 318 212 

TS 1173 1053 721 293 149914921155 1047 712 287 634 385 257 

2月 DS 659 574 335 36 1019 1107 898 568 327 30 635 155 。
SS 514 479 385 267 479 385 257 479 385 257 479 385 257 

TS 1317 1187 824 351 1508 1379 965 1179 809 342 870 470 313 

3月 DS 690 602 354 38 923 909 651 594 339 29 285 。。
SS 627 585 470 313 585 470 313 585 470 313 585470 313 

TS 1655 14911036 443 17311450 889 1483 1022 434 1246 660 401 

4月 DS 852 743 434 42 982 849 488 734 421 33 498 59 。
SS 802 748 602 401 748 602 401 748 602 401 748 602 401 

TS 1709 1546 1092 497 16741314 725 1537 1078 488 1410 863 460 

5月 DS 788 687 402 37 815 624 265 679 388 28 551 173 。
SS 920 859 690 460 859 690 460 859 690 460 859 690 460 

TS 1508 1371 988 480 1438 1104 595 1363 973 472 1295 857 451 

6月 DS 606 529 311 29 596 427 144 520 296 20 453 180 。
SS 902 842 677 451 842 677 451 842 677 451 842 677 451 

TS 1735 1573 1123 527 1673 1295 702 1565 1108 519 1465 938 494 

7月 DS 748 652 382 34 752 554 208 643 367 25 544 198 。
SS 988 921 741 494 921 741 494 921 741 494 921 741 494 

TS 1640 1486 1056 490 1651 1342 795 14761040 480 1312 776 455 

8月 DS 730 637 374 35 802 660 340 628 358 25 463 93 。
SS 910 849 682 455 849 682 455 849 682 455 849 682 455 

TS 1378 1249 889 414 14721274 837 1241 874 405 1023 581 382 

9月 DS 614 536 315 32 759 700 454 527 301 23 310 7 。
SS 765 713 573 382 713 573 382 713 573 382 713 573 382 

TS 1153 1042 731 328 1371 1300 962 1036 722 323 725 447 298 

10月 DS 557 485 284 30 814 853 664 480 275 25 169 。。
SS 596 556 447 298 556 447 298 556 447 298 556 447 298 

TS 952 858 596 258 1267 1303 1051 852 586 251 492 342 228 

11月 DS 496 433 255 30 841 961 823 427 244 23 67 。。
SS 456 425 342 228 425 342 228 425 342 228 425 342 228 

TS 888 781 539 226 1234 1323 1111 776 529 220 390 298 198 

12月 DS 471 411 241 27 8641026 912 405 232 22 20 。。
SS 397 370 298 198 370 298 198 370 298 198 370 298 198 

TS 1335 1206 848 379 1485 1329 910 1199 835 372 942 578 346 

通年 DS 643 561 329 33 838 810 564 554 317 26 297 59 。
SS 692 645 519 346 645 519 346 645 519 346 645 519 346 

1..-

(注)TS :斜面全天日射量， DS:斜面直達日射量， SS :斜面散乱日射量.
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第5章 結
告d品

目問

わが国において，最寄りの気象官署の時間全天日射量を用いて，斜面日射量を計算

する方法について述べた. この論文の要点は，

(1)周辺地形による遮蔽を考慮、した実用的な時間斜面日射量の計算方法を提示したこ

と.その中には 360方位遮蔽高度計算を利用した斜面散乱日射量及び直達日射量

の計算方法， (4. 18) '"'"' (4. 29)式等を含む.

(2)時間全天日射量を直達日射量と散乱日射量に分離するための具体的方法を示した

こと.その中には係数決定方法，直散分離の手順， (4. 15)式， Table 4. 1 ~こ示し

た係数を含む.

の2点である.なお，この方法により実際計算が可能であることを示すために， Tabl 

e 4.2及び Fig.4.3， 4.4， 4. 7， 4.8を添付した.

本論文は 1983年の農水省農業土木試験場技報と 1986(3篇)， 1991，1999年の高知

大学学術研究報告計 5篇，及び 1989，1996， 1998年の農業土木学会論文集掲載論文を

とりまとめたものである.内容的には2部に分かれており，第2章には農士試技報お

よび 1986，1991年の学術研究報告の内容，日射量の地域分布と日照率・雲量等によ

る日射量の推定に関する研究がまとめられている.また第 3，4章には農業土木学会論

文集に収められた 3篇及び 1998年の学術研究報告の内容，多くの斜面を含む地域の

日射量の計算方法に関する研究が述べられている.第1部の研究も，月量・日量の日

射量を推定する手法について述べているが，意識としては地域日射量計算方法を確立

したいという思いからなされており，第2部(第3，4章)は主として斜面からなる地

域日射量算定のためには，斜面日射量算定手法が欠かすことができない，との考えか

ら斜面日射量の推定の問題を取り上げた.

やり残したと思えることもある.例えば第 1部で月量・日量の全天日射量，直達日

射量の推定方法に関する研究を行いながら，それらを時間全天日射量・時間直達日射

量に直す方法を確立するに至らなかった.また月量モデルに関する研究があるが，今

回はほとんど触れることができなかった.これらの点については後日を期したい.
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